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第１章 アクションプラン概要 
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１．１．松山市情報化推進アクションプラン策定の趣旨 

 

情報通信技術の急速な進歩は、市民のライフスタイルをはじめ、社会のあらゆる分野で大きな

変化をもたらしており、情報化に求められる事項は複雑で多様化しています。一方で、こうした

情報化の進化によって、セキュリティ対策への重要性は一層高まっており、技術革新や社会環境

の変化に対応した情報セキュリティの確保が求められています。「松山市情報化推進アクション

プラン」は、このような状況に対応し、「松山市情報化推進指針２０１９」（以下、指針といい

ます。）で示す情報化を効率的かつ効果的に推進していくため、指針の具体的な実行計画として

策定しました。 

 

１．２．アクションプランの位置づけ 

 

アクションプランでは、指針の基本方針に沿った具体的な情報化事業を適切に実施していく

とともに、指針とアクションプランを併せて「松山市官民データ活用推進計画」と位置づけてい

ます。 

 

 

 

アクションプランでは、個別情報化事業を指針で定められた本市の情報化が目指すべき「３

つのビジョン」と「１２の基本方針」に沿って分類し、計画や進捗状況及び達成度等を管理し

ます。 
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１．３．アクションプランの対象期間 

 

アクションプランの実施期間は、指針と合わせて、令和元年度から令和５年度までの５年間を

対象とします。 

 

 

１．４．アクションプランの管理 

 

① 調 査：対象期間中に実施予定または実施中の個別情報化事業について調査を行います。 

 

② 見直し：スケジュールの整合性や内容の最新化を図ります。 

 

③ 公 表：進捗状況及び達成度等を公表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．５．個別情報化事業の掲載 

 

個別情報化事業の掲載は、７ページで示す掲載例のとおり、「３つのビジョン」と「１２の基本

方針」ごとに行っています。ただし、法改正等を根拠とする案件及び機器更新等を行う案件は８

５ページ以降に一覧表のみ掲載しています。 

 

 

 

５年間管理 

《毎年度、適宜実施》 

 

・個別情報化事業の調査 

・必要に応じて、 

各課と見直し内容について調整 
・新規事業の追加 

・進捗状況及び 

達成度等を公表 

調査

見直し公表
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１．６．国の施策等との整合性 

 

令和２年１２月に示された「自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画」で

は、デジタル社会の構築に向けて自治体全体として足並みを揃えて取り組んでいくことが必要とさ

れています。 

そこで、同計画で示されている自治体が取り組むべき重点取組事項等（本アクションプランにお

いて「DX 計画取組事項」と表します。）に関連する本市の情報化事業の進捗管理を行い、国や他

の自治体の施策等との整合性を図ることとしました。 

各 DX 計画取組事項別の進捗は、毎年度、高度情報化推進委員会に報告するとともに公表しま

す。 

 

（１）DX計画取組事項別の目標 

No. 
DX計画 

取組事項 

目標とする項目 

(カッコ内は単位) 

2020 

年度 

（実績） 

2021  

年度 

（目標） 

2022  

年度 

（目標） 

2023  

年度 

（目標） 

１ 
情報システムの 

標準化・共通化 

標準化した 
業務数 

（業務/累計） 
0 0 ２ ５ 

２ 
マイナンバーカード

の普及促進 

マイナンバー 
カード交付率 
（％/累計） 

28.5 50 75 80 

３ 
行政手続の 

オンライン化 

オンライン化済 
の手続数 

（手続/累計） 
65 100 150 200 

上記のうち「特に
国民の利便性向上
に資する手続」 
（手続/累計） 

12 16 27 27 

４ 
AI・RPA の 

利用推進 

AI・RPA 
導入実績数 
（件/累計） 

７ ８ 12 16 

５ テレワークの推進 

テレワーク利用率 

（％） 
（平均１ヶ月当たり１回
以上テレワークを行う職

員の割合） 

4.5 10 15 20 

６ 
セキュリティ対策の

徹底 

情報セキュリティ
現地状況調査率 
（％/累計） 

67.2 80 100 
20 

※2 巡目 

７ 

地域社会の 

デジタル化 
デジタルデバイド

対策事業 
参加者数 

（人/累計） 

０ 200 400 800 
デジタルデバイド 

対策 

８ 
オープンデータの 

推進 

公開されたオープ
ンデータの件数 

（ファイル/累計） 
1172 1250 1350 1450 

 ※各案件のページには、関連する「DX計画取組事項」の番号を表示しています。 
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 【個別情報化事業 掲載例】 

 

 

※様式は、一部変更することがあります。 

①…基本方針ごとの案件番号。案件一覧と対応しています。 

②…案件の名称   

③…アクションプランへの掲載状況 

「新規」：令和３年度版から追加された案件 

「継続」：令和２年度版以前から掲載されている案件 

④…事業概要    

⑤…事業で目指す目標や必要性 

⑥…事業実現にあたっての課題 

⑦…事業実現によって期待される効果 

⑧…担当部署名 

 

今後の課題

⑧担当部署 総合政策部　ICT戦略課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施 計画どおり実施

⑤目標または必要性

【ＡＩ】令和３年度は、有効性が認められた「ＡＩ－ＯＣＲ」の導入を行うほか、他自治体の先

行事例等を参考に、積極的な実証実験及び効果検証を行っていきます。

【ＲＰＡ】令和３年度は、前述の「ＡＩ－ＯＣＲ」の導入によって紙で取り扱っていた情報が

データ化されることで、ＲＰＡ導入の対象となる業務の拡大が見込めることから、さらなる検証

と導入を推進していきます。

⑥実現への課題

【費用対効果】導入費用と期待される効果の比較を意識して検討を進めなければなりません。

【事務改善検討】ＡＩ・ＲＰＡを導入する際に、最適なパフォーマンスを発揮するために、事務

改善を検討する必要があります。

【職員教育】新規導入に際して職員研修を行う必要があります。

⑦期待される効果 定性効果

ＡＩ・ＲＰＡに事務作業を代替させることで、各業務の事務量が削減され、職員は空

いた時間を活用して、さらに市民に寄り添った対応や、新しい事業の構想・企画など

を行うことができます。

④事業概要

先進的なＩＣＴ技術を積極的に業務に取り入れることで、全庁体制での”業務の効率化”を図り、

職員が付加価値の高い業務に専念できる環境を構築するべく、ＡＩ・ＲＰＡの利活用を推進して

います。

【ＡＩとは】

言語の理解や状況に応じた判断などの知的行動を、人間に代わってコンピューターに行わせる技

術です。

【ＲＰＡとは】

情報取得やデータ入力などのパソコン上の定型作業を、人間に代わってソフトウェアロボットに

行わせることで、業務プロセスを自動化する技術です。

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

１ ＡＩ（人工知能）・ＲＰＡ（業務の自動化）の利活用推進事業 継続

③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

41 ICT利活用でより高度な政策を展開
基本

方針

ＡＩ及びＲＰＡ

連携協定・実証実験

【ＲＰＡ】

予算化 調達 構築 2月末から運用

【ＡＩ】

予算化 調達 7月から運用

9月：納税課で運用開始

2月：資産税課（臨時）

ほか、並行してシナリオ作成

必要に応じて予算化しつつ、

導入業務を拡大していく

人事･市民税･地域経済分

ＡＩ会議録作成支援システム分 AI-OCR分 R2検証･予算化 R3.6～運用

DX計画
取組事項

６ 

７ 

８ 

１ 

５ 

３ 

４ 

９ 

10 

２ 

⑨…事業のスケジュール 

「計画」は事業掲載時の予定、「進捗状況／達成度(*1)」は 

該当年度の状況、「今後の課題」は該当年度に発生した課題 

(*1) 達成度 

a：計画どおりの進捗で事業内容が達成できた 

b：スケジュールの見直しや課題など有りつつも、 

最終的に事業内容が達成できた 

c：計画に対する大幅な遅れなどが原因で、事業内容が十分

に達成できなかった 

➉…DX 計画取組事項に関連がある案件の場合のみ表示（P６参照） 
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第２章 推進する個別情報化事業 
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２．１．ビジョン別案件一覧

1 窓口業務翻訳システム導入事業
市民部
市民課

15

2 らくらく証明書交付サービスコーナー開設事業
市民部
市民課

16

3 職員採用試験申込システム構築事業
総務部
人事課

17

4 窓口案内システム再構築事業
市民部
市民課

18

5 地方税ポータルシステム再構築事業
理財部
市民税課

19

6 マイナンバーカードオンライン申請補助端末等導入事業
市民部
市民課

20

7
証明書交付手数料キャッシュレス決済導入事業
（市民課・市民サービスセンター分）

市民部
市民課

21

8 病児・病後児保育業務ICT化推進事業
保健福祉部
保育・幼稚園課

22

9
公費負担管理システム（小児慢性特定疾病システム）改修事業
（オンライン化のための認定情報出力機能）

保健福祉部
健康づくり推進課

23

10 行政手続のオンライン化の推進
総合政策部
ICT戦略課

24

11 マイナンバーカードの普及促進
市民部
市民課

25

1 新型コロナウイルス感染症対策新規就農等支援事業
産業経済部
農水振興課(農業指導センター)

26

2 妊産婦相談事業（オンライン活用）
保健福祉部
健康づくり推進課

27

3 SNS子ども子育て相談窓口事業
保健福祉部
子ども総合相談センター事務所、
他１課

28

4 子規記念博物館デジタルアーカイブ開設
教育委員会事務局
子規記念博物館

29

1 デジタル教科書整備事業
教育委員会事務局
教育研修センター事務所

30

2 GIGAスクール構想実現に向けたICT環境整備事業
教育委員会事務局
教育研修センター事務所、
他１課

31

3 児童手当システム改修事業（児童手当申出徴収対応）
保健福祉部
子育て支援課

32

4 学校徴収金（校納金）徴収管理システム構築事業
教育委員会事務局
保健体育課

33

1 松山市公式ウェブサイト（ホームページ）リニューアル事業
秘書広報部
シティプロモーション推進課

34

2
松山市ホームページ管理運営システム改修事業
（スマホ版サイトバナー広告対応）

秘書広報部
シティプロモーション推進課

35

1 俳句投稿サイト「俳都松山俳句ポスト365」再構築事業
坂の上の雲まちづくり部
文化・ことば課

37

2 姫ケ浜荘ワーケーション用Ｗｉ－Ｆｉ環境整備
坂の上の雲まちづくり部
まちづくり推進課

38

1 5G・IoT・AIに関する連携協定に基づく取り組み
総合政策部
企画戦略課

39

2 『坂の上の雲』のまちを巡ろう３６０度市民リレー動画
坂の上の雲まちづくり部
まちづくり推進課

40

3 デジタルデバイド対策
総合政策部
ICT戦略課

41

1 在宅就労の推進
産業経済部
地域経済課

42

2 ＩＣＴ・情報通信関連企業の誘致
産業経済部
地域経済課

43

3 オープンデータの拡充及び利活用の取り組み推進
総合政策部
ICT戦略課

44

4 中小企業等へのデジタル化等に関する支援
産業経済部
地域経済課

45

5 ウィズコロナ企業誘致事業
産業経済部
地域経済課

46

1 松山市総合防災情報システム再構築事業
総合政策部
防災・危機管理課

47

2 消防通信指令管制システム改修事業（携帯119番受信回線増設等対応）
消防局
通信指令課

48

3 愛媛県災害情報システム再構築（共同利用）
総合政策部
防災・危機管理課

49

事業総数：137事業

ICT利活用で
多様なライフスタイルを支援

2

ICT利活用で
充実した教育環境を構築

3

1

ビジョン②　にぎわいあふれるまちの力で笑顔を映す

3
ICT利活用で
まちを育てる

4

2
ICT利活用で
ひとがつながる

ICT利活用で
ひとが集まる

1

頁

ビジョン①　ニーズを捉えた行政サービスで笑顔を映す

基本方針 案件名 担当部署

ICT利活用で
快適なくらしを守る

4

ICT利活用で
スムーズな手続を実現

ICT利活用で
まちを守る

11



頁基本方針 案件名 担当部署

1 ＡＩ・ＲＰＡの利活用推進事業
総合政策部
ICT戦略課

51

2 観光WEBプロモーション事業
産業経済部
観光・国際交流課

52

3 里島プロモーション事業
坂の上の雲まちづくり部
まちづくり推進課

53

1 介護保険指定事業者等管理システム再構築事業
保健福祉部
介護保険課

54

2 ファイリングシステム再構築事業
総合政策部
ICT戦略課

55

3 介護保険システム改修事業(定期レベルアップ資産適用)
保健福祉部
介護保険課

56

4 工事・業者管理システム改修事業（上下水道統合対応）
総務部
契約課

57

5 口座情報管理業務にかかるＲＰＡ導入
理財部
納税課

58

6 児童手当システム改修事業（年金情報連携対応）
保健福祉部
子育て支援課

59

7 都市情報システム住宅地図更新事業
総合政策部
ICT戦略課

60

8 ＡＩ会議録作成支援システム導入事業
総合政策部
ICT戦略課

61

9 AI-OCR導入事業
総合政策部
ICT戦略課

62

10 ＷＥＢ会議システム導入事業
総合政策部
ICT戦略課

63

11 地方公会計システム再構築事業
理財部
財政課

64

12 総務管理事務システム改修事業（勤務時間変更申請対応）
総務部
人事課

65

13 税総合情報システム改修事業（電子申告データ（償却資産）連携対応）
理財部
資産税課

66

14 テレワークの推進
総務部
人事課、他１課

67

15 児童手当システム改修事業（支払予定通知対応）
保健福祉部
子育て支援課

68

16 上下水道事業統合に伴う下水道事業会計等追加業務
公営企業局
経営管理課

69

17 水道台帳管理システム再構築事業
公営企業局
水道管路管理センター

70

18 子ども・子育て支援システム改修事業（児童手当特別徴収対応）
保健福祉部
保育・幼稚園課

71

19 特別定額給付金管理システム構築事業
市民部
市民生活課

72

20 行政事務のデジタルシフト推進事業
総合政策部
ICT戦略課

73

21 公共事業積算システム改修事業（ログ取得対応）
総務部
技術管理課

74

22
住民記録システム改修事業等
（個人番号カード交付進捗管理機能追加対応）

市民部
市民課

75

23 庁内Web会議システム構築事業
総合政策部
ICT戦略課

76

24 令和3年度　完成図閲覧システム機器の調達（増設分）
公営企業局
水道管路管理センター

77

25 介護保険システム改修事業（バッチ自動化）
保健福祉部
介護保険課

78

26
消防通信指令位置情報通知用ＩＰーＶＰＮ回線光回線化に伴う回線切替事
業

消防局
通信指令課

79

1
情報システムの標準化・共通化
（「各業務システムのクラウド化」から変更）

総合政策部
ICT戦略課

80

2 国民健康保険システム再構築事業
保健福祉部
国保・年金課

81

3 松山圏域消防指令センター整備事業
消防局
通信指令課

82

1
税総合情報システム改修事業
（給与特別徴収税額通知書のＤＶ支援措置対応）

理財部
市民税課

83

2 情報セキュリティ対策の徹底
総合政策部
ICT戦略課

84

- 法改正等（45事業） 85

- 機器更新等（24事業） 88

-

ビジョン③　最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

1
ICT利活用で
より高度な政策を展開

3
ICT利活用で
財政負担の少ない事務を徹底

ICT利活用で
円滑に業務を遂行

2

ICT利活用に伴う
脅威から情報を守る

4

案件ごとに異なる

案件ごとに異なる
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２．２．個別情報化事業 
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（１）ビジョン① 

“ニーズを捉えた行政サービスで笑顔を映す” 
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今後の課題

⑧担当部署 市民部　市民課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施 実施完了/a

⑤目標または必要性
外国人の受入が国の施策として進められており、本市でも日本語を話せない外国人が増加している

ことから、ＩＣＴを活用することで窓口での多言語対応を実現します。

⑥実現への課題
【職員教育】情報セキュリティを遵守し、適正な利用ができるよう、職員の教育が必要です。

【システム選定】業務利用が可能となっているシステムの導入が必要です。

⑦期待される効果 定性効果
日本語を話せない外国人に対しても、翻訳システムを介することで、窓口で意思疎通を

図ることが可能となり、窓口サービスの向上が見込まれます。

④事業概要

近年、本市に在住する外国人の増加に伴い、窓口では、英語、中国語、韓国語など、様々な言語対

応が求められているものの、多言語対応可能な人材の確保や育成は現実的に難しい状況であること

から、本市の外国人対応コーナーに翻訳システムを導入します。

【翻訳システムとは】

自分で話した言葉を、相手の国の言葉に翻訳して表示や発音するシステムです。

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

1 窓口業務翻訳システム導入事業 継続

①ニーズを捉えた行政サービスで笑顔を映す

01 ICT利活用でスムーズな手続を実現
基本

方針

試験運用

調達

9月から運用

予算化

DX計画

取組事項
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①ニーズを捉えた行政サービスで笑顔を映す

21 ICT利活用でスムーズな手続を実現

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

2 らくらく証明書交付サービスコーナー開設事業 継続

④事業概要

令和元年９月、国からの通知により、今後３か年の間でほとんどの国民によるマイナンバーカード取得を目指

すことが示されました。

本市においても、マイナンバーカード交付の施策の１つとして、証明書のコンビニ交付発行へのきっかけとな

るよう市役所１階ロビーに証明書セルフサービスコーナーを開設し、コンビニ交付と同様の操作で住民票や印

鑑証明書等が手軽に取得できることを体験していただき、コンビニ交付への転換を図っていくものとしており

ましたが、関係各課と調整の結果、簡易的な機能で同等の機能を実現できる「らくらく証明書交付サービス」

を活用していくこととなりました。

【らくらく証明書交付サービスとは】

コンビニ交付サービスを行っている自治体向けに、地方公共団体情報システム機構が無償でシステムを提供

し、マイナンバーカードを取得している方が、窓口でコンビニ交付と同様の操作を行うことで、手軽に証明書

発行サービスを受けることが可能となるものです。安価で簡易な仕組みのため、導入はしやすいですが、料金

の授受や証明書の受け渡しは職員が行う必要があります。

⑤目標または必要性

マイナンバーカード取得向上に向けて、マイナポイント等国でも施策を展開する準備を行っていま

すが、本市においても、最も身近にある住民票や印鑑証明書等の各種証明書を手軽に発行できるこ

とを実感していただくことで、普及促進に取り組みます。

⑥実現への課題

【事務改善（効率化）】

当初のマルチコピー機導入に比べ、費用は安価ですが、処理の一部を職員が補う必要があることか

ら、事務改善（効率化）の効果は少なくなるため、導入経費も含めて、全体での効果測定が必要と

なります。

⑦期待される効果 定性効果

証明発行については、マイナンバーカード交付等の際に、申請情報の記入を必要としな

い簡単な操作を体験していただくことで、次回以降、最寄りのコンビニでの手軽な取得

への理解につながり、結果的に市民サービスの向上に寄与できるものと考えます。

⑧担当部署 市民部　市民課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

計画

今後の課題

進捗状況

／達成度
計画どおり実施

令和3年度の早い時期に開始となっ

た。(事業内容の一部見直し及びコ

ロナの影響による導入テストの日程

変更による。)

基本

方針

調達予算化 早い時期に運用開始

DX計画

取組事項

DX計画

取組事項
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①ニーズを捉えた行政サービスで笑顔を映す

31 ICT利活用でスムーズな手続を実現

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

3 職員採用試験申込システム構築事業 継続

④事業概要
採用試験を申し込む受験希望者の利便性を高め、試験に関する事務を効率化するために、試験の申

込から合否などの通知までが可能となるインターネットを活用したシステムを導入します。

⑤目標または必要性
採用試験申込者の利便性向上、採用試験事務の効率化、用紙の使用や送料削減に向けて、システム

を導入する必要があります。

⑥実現への課題

【セキュリティ対策】

受験者の氏名、生年月日、住所などの個人情報を外部事業者にて管理する予定であり、情報セキュ

リティポリシーの遵守など、契約事項を慎重に協議する必要があります。

【スムースな運用】

受験者と担当者のスムースなシステムの活用に向け、運用手順などを構築する必要があります。

⑦期待される効果

定量効果

(R3年度)
事務量や経費が削減できます。 約1,286千円

定性効果
申込者の手続き上の時間的、心理的な負担を軽減できます。また、受験者リストなどの

管理上の負担が軽減でき、事務の正確性が担保できます。

⑧担当部署 総務部　人事課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施 実施完了／a

今後の課題

年間を通してシステムを運用す

ることで、利便性を高め事務を

効率化すること

基本
方針

予算化 設計 構築 下半期から運用

DX計画

取組事項

DX計画

取組事項
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①ニーズを捉えた行政サービスで笑顔を映す

01 ICT利活用でスムーズな手続を実現

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

4 窓口案内システム再構築事業 継続

④事業概要

窓口案内システムは、各機器の再リース契約終了に合わせ、現在の窓口運用に対応し、呼び出し順

番状況確認機能を有したシステムを再構築するものです。

【窓口案内システムとは】

市民の方を窓口へスムーズに誘導し、待ち時間の短縮を図るためのシステムです。

⑤目標または必要性
窓口へのスムーズな来庁者の誘導、発券（用務）区分による業務効率化と市民の待ち時間短縮のた

めに必要になります。

⑥実現への課題
【改修スケジュール】【財源確保】

窓口への影響がないよう機器更新方針等を調整する必要があります。

⑦期待される効果 定性効果

・窓口へのスムーズな来庁者誘導、待ち時間が短縮されます。

・来庁者への待ち時間の案内や窓口の振り分け等を的確に行えます。

・スマートフォン等へ案内できる機能がある場合は、現在よりもさらに充実した市民

サービスが提供できます。

⑧担当部署 市民部　市民課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施 実施完了/a

今後の課題

基本

方針

予算化 11月から運用設計 構築

DX計画

取組事項
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①ニーズを捉えた行政サービスで笑顔を映す

31 ICT利活用でスムーズな手続を実現

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

5 地方税ポータルシステム再構築事業 継続

④事業概要

地方税ポータルシステム（ｅＬＴＡＸ）を利用するため、認定団体のサーバ等を利用し電子申告等

の審査、データの送受信、保管等を行うＡＳＰ方式によるサービス契約が令和２年１２月で終了す

るため、再構築を行います。

【地方税ポータルシステム（ｅＬＴＡＸ）とは】

納税者が地方公共団体や金融機関に出向くことなく、地方税の申告、申請、納税などをパソコンか

らインターネットを通じて行うことができるシステムです。

⑤目標または必要性

ｅＬＴＡＸは、地方税の電子化を推進することで、納税者の利便性の向上を図るとともに、地方税

務行政の高度化及び効率化に寄与することを目的に構築されたシステムです。

ｅＬＴＡＸは全地方公共団体で利用されており、地方税関係業務で不可欠なシステムとなっていま

す。

⑥実現への課題 実現への課題はありません。

⑦期待される効果 定性効果

納税者は地方公共団体や金融機関に出向くことなく、地方税の申告、申請、納税などを

パソコンから行うことができるため利便性が向上します。地方公共団体はｅＬＴＡＸの

利用にあたりＡＳＰ方式を採用することで、自庁舎内にサーバを構築することなく、地

方税の申告、申請情報等を送受信することができ、効率的に地方税賦課業務を行えま

す。

⑧担当部署 理財部　市民税課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施 実施完了/a

今後の課題

基本
方針

予算化 設計 構築 12月から運用

DX計画

取組事項
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①ニーズを捉えた行政サービスで笑顔を映す

21 ICT利活用でスムーズな手続を実現

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

6 マイナンバーカードオンライン申請補助端末等導入事業 新規

④事業概要

国は「令和4年度末までにほとんどの国民にマイナンバーカードを行き渡らせること」を目標に掲

げています。

本市では、出張申請や支所等での受付も行っていますが、今までは紙による申請受付を行っている

ものの、件数が膨大になる中で、発送に至るまでの事務が相当に煩雑となり、処理時間の遅延を招

きつつあることから、新たにオンライン申請補助端末を導入し、事務の効率化を図っていくもので

す。

【マイナンバーカードオンライン申請補助端末とは】

タブレット端末でマイナンバーカード申請者のＱＲコードを読み込み、顔写真を撮影し、オンライ

ン申請を行います。紙に比べて申請内容確認の省力化、写真加工作業の省力化が図れ、事務作業の

大幅な改善が期待されます。申請からカード交付までの期間が最も短いネット申請が、ネットが苦

手な方でもご利用いただけます。

⑤目標または必要性 円滑な申請受付を行うためには、受付事務から含めた事務処理の抜本的な見直しが必要です。

⑥実現への課題
【事務改善（効率化）】

事務処理全体の見直しを図り、業務全体での、事務効率化を図っていく必要があります。

⑦期待される効果 定性効果
インターネットが苦手な方でもオンライン申請ができ、短い期間でカードが取得できる

ため、市民サービスの向上につながります。

⑧担当部署 市民部　市民課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
実施完了/a

今後の課題

基本
方針

設計導入計画 運用

DX計画

取組事項
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①ニーズを捉えた行政サービスで笑顔を映す

01 ICT利活用でスムーズな手続を実現

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

7
証明書交付手数料キャッシュレス決済導入事業

（市民課・市民サービスセンター分）
新規

④事業概要

新型コロナウィルス感染症対策として、窓口では、できる限り密を避け、接触機会を減らすことが

必要です。

そこで、現行のレジスターがリース期間満了となることを契機に、導入機器の刷新を図り、セルフ

レジスターの導入及びキャッシュレス決済を導入し、市民サービスの向上を図りつつ、お客様との

接触機会を減らすことで、コロナ感染拡大防止に寄与します。

⑤目標または必要性

セルフレジスターを導入することで、硬貨等を媒体とした職員とお客様との接触機会を減らし、コ

ロナ感染拡大防止策を徹底していくとともに、証明書交付手数料にキャッシュレス決済を導入し、

市民サービスの向上を図ります。

⑥実現への課題

【財源確保】

今までよりも、機器が高額になることが予想されますが、入札等で費用の圧縮を図ります。

【事務改善検討】

キャッシュレス決済導入により、会計処理も変わることから、事務処理の見直しを図り、事務効率

の更なる向上を図ります。

⑦期待される効果 定性効果

これまで現金のみであった支払方法に、市民からの要望も高い、各種電子マネー、クレ

ジットカード、コード決済が加わることから、住民サービスの向上を図ることができま

す。

⑧担当部署 市民部　市民課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
実施完了/a

今後の課題

基本
方針

設計

導入計画

運用

DX計画

取組事項

DX計画

取組事項
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①ニーズを捉えた行政サービスで笑顔を映す

31 ICT利活用でスムーズな手続を実現

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

8 病児・病後児保育業務ICT化推進事業 新規

④事業概要

病児・病後児保育業務のICT化として、利用者の利便性向上、施設側の事務軽減及び電子化による

情報漏えいリスクの回避及び情報資産の保護強化を図るため、病児・病後児保育施設利用者が、時

間や場所を問わず、PCやスマートフォンから施設の予約・キャンセル等が可能となるシステム構築

を行います。

⑤目標または必要性 利用者の利便性の向上及び業務の効率化が図られることから、システム構築が必要です。

⑥実現への課題

【改修スケジュール】【市民周知】

本システムについて、出来る限り早期に構築し、利用方法等について、周知・啓発することが必要

です。

⑦期待される効果 定性効果

【市民サービスの向上】【事務改善（効率化）】

空き状況の確認や予約ができる環境を整備することにより、保護者の利便性と満足度が

向上します。また、申請書類の電子化により、業務の効率化につながります。

⑧担当部署 保健福祉部　保育・幼稚園課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施

今後の課題

基本
方針

３年度中に運用開始設計予算化 構築

DX計画

取組事項

DX計画

取組事項
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①ニーズを捉えた行政サービスで笑顔を映す

31 ICT利活用でスムーズな手続を実現

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

9
公費負担管理システム（小児慢性特定疾病システム）改修事業

（オンライン化のための認定情報出力機能）
新規

④事業概要

現在、国が進めている小児慢性特定疾病の医療費助成申請とデータ登録のオンライン化により、市

と指定医間での個票の記載内容に関する確認のやり取り、システムによる診断基準、認定基準の一

次的な判定による自治体の負担軽減、更にはこれまで郵送で行われていた個票（写）の送付も不要

となり、事務の効率化を図ることができます。

【公費負担管理システムとは】

  小児慢性特定疾病医療、育成医療及び未熟児養育医療に係る診療（調剤）報酬の過誤請求チェッ

ク、受給者証及び医療券の発行、各種集計・統計資料及び台帳の作成、特定不妊治療費助成制度の

助成歴の管理等を行うシステムです。

⑤目標または必要性
国の方針に基づく小児慢性特定疾病医療システムオンライン化のため、オンライン化対応ソフトの

導入と業務系LGWANによる通信の接続が必要です。

⑥実現への課題 実現への課題はありません。

⑦期待される効果 定性効果
【法改正対応】小児慢性特定疾病システムのオンライン化により市民の手続きの簡略化

は基より、医療センターの情報の収集や自治体の事務軽減を図ることができます。

⑧担当部署 保健福祉部　健康づくり推進課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施

今後の課題

基本
方針

予算化 環境整備

R４年度中の

運用開始予定接続試験実施

DX計画

取組事項

DX計画

取組事項

23



今後の課題

⑧担当部署 総合政策部　ＩＣＴ戦略課、各部局　手続所管課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和３（2021）年度 令和４（2022）年度 令和５（2023）年度

計画

進捗状況

／達成度

⑤目標または必要性
市民の利便性向上や行政運営の簡素化・効率化、新型コロナウイルス感染症拡大防止等を図るため

行政手続のオンライン化の推進が必要です。

⑥実現への課題

【手数料等のオンライン決済】

手数料等の支払いが必要な手続については、決済も含めオンラインで完結する仕組みを構築する必

要があります。

⑦期待される効果 定性効果

手続のために市役所に出向く必要がなくなり、また、時間帯を問わず手続ができるな

ど、市民の利便性が向上します。

窓口での受付や入力等に要する時間が短縮され、業務の効率化が図れます。

外出や対面の機会を低減させ、新型コロナウイルス感染症拡大防止につながります。

④事業概要

市民の利便性向上や行政運営の簡素化・効率化、新型コロナウイルス感染症拡大防止等の観点から

行政手続のオンライン化の取組を加速します。

取組にあたっては、国が策定した「自治体DX推進計画」との整合性の確保に配慮するとともに、書

面規制・押印・対面規制の見直し、本人確認や手数料納付のオンライン化、添付書類の省略などを

含めBPR（業務改革）の取組を徹底します。

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

10 行政手続のオンライン化の推進 新規

①ニーズを捉えた行政サービスで笑顔を映す

31 ICT利活用でスムーズな手続を実現
基本

方針

オンライン化 令和6年度以降も継続

DX計画

取組事項
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今後の課題

⑧担当部署 市民部　市民課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度 令和5（2023）年度

計画

進捗状況

／達成度

⑤目標または必要性

⑥実現への課題

⑦期待される効果 定性効果

オンラインで確実に本人確認ができるマイナンバーカードは、行政手続きのデジタル化等国が進め

るデジタル社会構築の基盤になるものであるため、デジタル化が進むまでに普及させる必要があり

ます。

【市民周知】

行政手続のデジタル化の実現は、今後数年かかることが見込まれるため、現在マイナンバーカード

を持つことのメリットが十分に伝わりにくいため、わかりやすく啓発する必要があります。

カードを用いたオンライン手続が進み、市民の利便性向上はもとより、行政の効率化に

も寄与することが期待されます。

④事業概要

顔写真無料撮影サービスなど申請支援サービスの啓発による申請促進と、コンビニ交付や健康保険

証利用など現在計画されているマイナンバーカードの利便性啓発に取り組むことで、マイナンバー

カードの普及促進を図ります。

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

11 マイナンバーカードの普及促進 新規

①ニーズを捉えた行政サービスで笑顔を映す

21 ICT利活用でスムーズな手続を実現
基本

方針

ｃ

普及促進

DX計画

取組事項
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①ニーズを捉えた行政サービスで笑顔を映す

72 ICT利活用で多様なライフスタイルを支援

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

1 新型コロナウイルス感染症対策新規就農等支援事業 新規

④事業概要

新型コロナウイルス感染防止対策として、タブレット等を活用し、人と人との接触を抑えるため遠

隔での栽培指導や情報発信を実施します。

　※令和３年度より、「研究指導事業」にて取り組みます。

⑤目標または必要性
人と人との接触を減らしつつ、営農指導の質を確保するために、遠隔での栽培指導を導入する必要

があります。

⑥実現への課題
【人員確保】充実した取り組みにするには、農業知見並びに情報システム及びSNSの操作知識を有

する者の確保や、既存職員で対応できるよう育成することが必要です。

⑦期待される効果 定性効果
【定性効果アップ】接触機会を減らすことで、感染リスクを低減させることが可能で

す。また、場所や時間に制約されずに栽培指導することが可能となります。

⑧担当部署 産業経済部　農水振興課農業指導センター

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
実施完了/a

今後の課題

基本
方針

運用

予算化

設計

構築

DX計画

取組事項
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①ニーズを捉えた行政サービスで笑顔を映す

72 ICT利活用で多様なライフスタイルを支援

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

2 妊産婦相談事業（オンライン活用） 新規

④事業概要

国の令和2年度第二次補正予算により示された「新型コロナウイルス感染症流行下における妊産婦

総合対策事業」による母子保健衛生費国庫補助金を活用し、オンラインで育児相談や育児講座を実

施できるように、ICT機器(wifiルーター、iPad等）の導入を行います。

⑤目標または必要性

パパ・ママのための教室や離乳食講座は、妊婦等が育児等に係る知識や技術を習得する重要な機会

ですが、新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、開催中止が続いています。また、不安や悩み

を抱えながらも、感染症への懸念から、相談窓口への訪問を躊躇する妊産婦等も少なくありませ

ん。妊娠・出産や育児に関する不安の軽減を図るとともに、オンラインでの教室開催や相談対応に

より、妊産婦が安心して相談できる環境を整備する必要があります。

⑥実現への課題

【費用対効果】市民ニーズの把握が困難、実施してみないとどの程度の利用があるか予測が難しい

【職員教育】オンライン技術の習得

【人員確保】マンパワーの確保

【追加課題】実施のための会議室の確保

⑦期待される効果 定性効果
【市民サービスの向上】感染症の心配がある方や遠方で来所が難しい方が、自宅で相談

や講座受講ができるようになります。

⑧担当部署 保健福祉部　健康づくり推進課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
実施完了／a

今後の課題

新型コロナウイス感染症の流行状況

により、対面で実施する事業とのバ

ランスを見直す必要がある。

基本
方針

予算化

運用

DX計画

取組事項
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①ニーズを捉えた行政サービスで笑顔を映す

72 ICT利活用で多様なライフスタイルを支援

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

3 SNS子ども子育て相談窓口事業 新規

④事業概要

LINEを活用した相談窓口を開設し以下の相談を受け付けます。

(1)「子ども総合相談」

    子育てについての悩み、不登校・いじめ、児童虐待、問題行動・非行、発達など、

　０歳から１８歳までの子どもに関することや、妊娠・出産に関する悩みなど

    子ども本人や保護者又は妊産婦、通告者等からの様々な相談を受け付ける。

(2)「ひとり親家庭相談」

　ひとり親家庭の仕事、生活、子育て、教育費等の様々な相談を受け付ける。

(3)「ＤＶ相談」

　配偶者や交際相手からの暴力に関する悩みなどの相談を受け付ける。

⑤目標または必要性

若年層のコミュニケーションツールとして、SNSが広く流通していることに対応します。また、新

型コロナウイルス感染症など社会不安による虐待やＤＶリスクの高まりが懸念され、相談者の状況

に配慮した利用しやすい相談窓口の設置が必要です。

⑥実現への課題

【市民周知】

LINE相談窓口の新設について、周知することが必要です。

【セキュリティリスク】

SNSを活用するため、情報漏えい等への対策が必要です。

⑦期待される効果 定性効果

【市民サービスの向上】

相談窓口の拡大により利便性が向上します。また、相談窓口へつながりやすくなるため、市民の

安心・安全が確保されます。

⑧担当部署 保健福祉部　子ども総合相談センター事務所、子育て支援課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施

今後の課題

基本
方針

予算化 11月から運用構築

DX計画

取組事項
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①ニーズを捉えた行政サービスで笑顔を映す

72 ICT利活用で多様なライフスタイルを支援

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

4 子規記念博物館デジタルアーカイブ開設 新規

④事業概要

子規研究・近代文学研究を活性化させ、当館の設立趣旨である正岡子規のさらなる研究と顕彰に繋

げていくため、当館が所蔵する子規の直筆資料をデジタル化し、高精細画像を国内外に広く公開・

発信する「デジタルアーカイブ」を開設しました。

【デジタルアーカイブとは】

インターネットを通じて「いつでも、どこでも、だれでも、無料で」館所蔵の資料の画像や解説を

閲覧することができるサービスです。

⑤目標または必要性

インターネットを通じてより多くの方に当館の収蔵資料をご活用いただくことで、子規の研究や顕

彰の更なる活性化を図るとともに、当館の資料を永続的に保管し後世に伝えていくため、デジタル

アーカイブが必要です。

⑥実現への課題
【市民周知】

デジタルアーカイブの開設を周知することが必要です。

⑦期待される効果 定性効果

・更なる子規研究の活性化

・アーカイブを契機とした話題作り

・当館が所蔵する資料の永続的な保存

⑧担当部署 教育委員会事務局　子規記念博物館

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施

今後の課題

基本
方針

予算化 構築 ９月から運用

DX計画

取組事項
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①ニーズを捉えた行政サービスで笑顔を映す

03 ICT利活用で充実した教育環境を構築

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

1 デジタル教科書整備事業 継続

④事業概要

文部科学省から学校の働き方改革に関する通知が出され、教員の多忙化の緩和に向けて様々な取組

が行われている中、本市では教職員の更なる働き方改革推進のため、市立小中学校に指導者用デジ

タル教科書を整備し、勤務時間の短縮につなげます。

【指導者用デジタル教科書とは】

教科書の内容がそのまま大きくテレビなどの大型提示装置の画面に映し出され、教科書の内容に

沿った資料や音声教材、動画教材などが簡単な操作で使えるものです。

⑤目標または必要性

・全国的に教職員の多忙化の緩和に向けて様々な取組が行われている中、校務の軽減化に努めていますが、教

材作成や授業準備に時間を要し、依然として教職員の長時間勤務につながっています。

・国の第３期教育振興基本計画では、デジタル教科書を含むICTを活用した効果的な授業や教職員の業務負担軽

減などが示されるとともに、本市の教職員からは、「教科書が新しくなるこのタイミングで整備してほしい」

という声が挙がっています。

⑥実現への課題
【予算確保】

全小学校（５３校）・全中学校（２９校）に、短期間で確実な導入が必要です。

⑦期待される効果
定量効果

(R3年度)

指導者用デジタル教科書を整備した教科を担当する教員が授業準備に

要する時間を削減できます。
約25分/回

⑧担当部署 教育委員会事務局　教育研修センター事務所

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施 計画どおり実施

今後の課題

基本

方針

中学校予算化 6月から中学校運用

小学校予算化 小学校整備 6月から小学校運用

中学校整備

DX計画

取組事項
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①ニーズを捉えた行政サービスで笑顔を映す

03 ICT利活用で充実した教育環境を構築

2 GIGAスクール構想実現に向けたICT環境整備事業 継続

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

④事業概要

国では「GIGAスクール構想」の実現に向け、全国一律の学校ICT環境の整備が急務として、「校内

通信ネットワーク整備」と「児童生徒1人1台端末の整備」を計画しています。また、災害や感染症

の発生等による学校の臨時休業等の緊急時においても、ICTの活用により全ての子どもたちの学び

を保障できる環境を早急に実現するとしています。本事業では、市内各小中学校で、端末の充電収

納保管庫も含めた超高速大容量の「校内通信ネットワーク環境整備」や「児童生徒1人1台端末の整

備」とあわせて、「緊急時における家庭でのオンライン学習環境の整備」を令和2年度末までに行

います。

【GIGAスクール構想とは】

児童生徒1人1台端末、および高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備し、公正に個別最適化

された学びを全国の学校現場で持続的に実現させる構想です。

⑤目標または必要性

国が計画している「GIGAスクール構想」の実現に向け、「校内通信ネットワークの整備」、「児童

生徒1人1台の端末整備」、「緊急時における家庭でのオンライン学習環境の整備」を令和2年度末

までに完了します。

⑦期待される効果

⑥実現への課題

定性効果

1人1台端末を活用した学習をすることが可能になり、新学習指導要領において重視され

ているプログラミング教育や外国語教育を充実させるとともに、児童生徒の思考力・判

断力・情報活用能力の育成をすることができます。

【スケジュール進捗】国が示すロードマップに沿って全国の自治体が一斉に整備を行うため、適切

に進捗管理を行う必要があります。

⑧担当部署 教育委員会事務局　教育研修センター事務所、学習施設課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施 実施完了／a

今後の課題

3月から運用

3月から運用

基本

方針

校内ﾈｯﾄﾜｰｸ整備予算化

端末整備R2予算化

設計 構築

調達端末整備前倒し分等予算化

DX計画

取組事項
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①ニーズを捉えた行政サービスで笑顔を映す

03 ICT利活用で充実した教育環境を構築

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

3 児童手当システム改修事業（児童手当申出徴収対応） 新規

④事業概要

松山市において、学校徴収金の徴収・管理が開始されることに伴い、児童手当から学校徴収金の天

引きを行うため、児童手当システムの改修を行います。

・児童手当法第21条及び児童手当法施行規則第12条の10により申出徴収が可能となります。

・児童手当からの申出徴収は、同意書（保護者の同意）が必要です。

・各システム（「学校徴収金（校納金）徴収管理システム」及び「子ども・子育て支援システ

ム」）から連携される、対象者情報・申出徴収金額・申出徴収年月等の情報を児童手当システム

　に取り込み、申出徴収の結果を各システムへデータ連携しますする。

【児童手当システムとは】

児童手当の受給資格管理や手当支給の業務を行うためのシステムです。

⑤目標または必要性
学校徴収金徴収管理システム及び子ども・子育て支援システムとのデータ連携ができるようシステ

ム改修することにより、適正かつ円滑に手当支給業務ができるようになります。

⑥実現への課題

【改修スケジュール】

学校徴収金徴収管理システム及び子ども・子育て支援システムの改修スケジュールとの調整が必要

です。

⑦期待される効果

定量効果

(R3年度)

【定量効果アップ】データ連携を行うことで、手作業での対応と比較

して事務時間の軽減が期待できます。
約900時間

定性効果 【定性効果アップ】システム化により、事務を正確かつ円滑に行うことができます。

⑧担当部署 保健福祉部　子育て支援課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施

今後の課題

基本
方針

予算化 設計 4月から運用構築

DX計画

取組事項
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①ニーズを捉えた行政サービスで笑顔を映す

03 ICT利活用で充実した教育環境を構築

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

4 学校徴収金（校納金）徴収管理システム構築事業 新規

④事業概要

現在、各学校がそれぞれに徴収・管理している学校徴収金（いわゆる校納金。学校給食費や教材費

など。）を、松山市で一元的に徴収・管理するためのシステムを構築します。

【学校徴収金（校納金）徴収管理システムとは】

学校徴収金（校納金）を一元的に徴収・管理するためのシステムです。

⑤目標または必要性

教職員の負担軽減や事務効率の向上、保護者の利便性向上を図り、教職員の本来業務である子ども

と向き合う時間を充実させることを目的とし、学校徴収金（校納金）の徴収・管理を松山市に一元

化するため、システムの構築が必要です。

⑥実現への課題

【事務改善検討】現在各学校で行っている徴収管理業務の統一化が必要です。

【職員教育】学校事務職員等へのシステム利用等事務研修が必要です。

【セキュリティリスク】市教委、学校、調理場で使用する可能性があり、個人情報を取り扱うことから、情報

管理が必要です。

【財源確保】現在のところ国からの補助金等は予定されていません。

【人員確保】学校で行っている事務を市が担うため、当業務に当たる人員の確保が必要です。

⑦期待される効果 定性効果

【市民サービスの向上】令和4年度から学校徴収金（校納金）が市対応となった場合、引落口座を

市の収納代理金融機関まで指定可能になり、対象金融機関が大幅に増加する見込みです。また、

中学校進学時等の口座登録申請が不要となったり、再振替にも対応する予定です。

【事務改善（効率化）】各学校で個々に行っている口座振替事務を市が一括して行うことによ

り、効率化が図られるとともに、教職員の負担軽減に繋がります。

⑧担当部署 教育委員会事務局　保健体育課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施

今後の課題

基本
方針

予算化 設計 構築 運用

DX計画

取組事項
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①ニーズを捉えた行政サービスで笑顔を映す

04 ICT利活用で快適なくらしを守る

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

1 松山市公式ウェブサイト（ホームページ）リニューアル事業 新規

④事業概要

松山市では、平成24年3月から、リニューアルした公式ウェブサイト（ホームページ）を活用し、

市政の情報発信を行ってきましたが、現在8年が経過し、近年のウェブサイトに関する技術的な動

向等への対応や利便性向上のため、時代に合ったデザインかつ、障がい者や外国人などを含む全て

の人に配慮した公共性の高いウェブサイトにリニューアルを行います。

⑤目標または必要性

・モバイルファーストインデックスに対応するため、スマホ版サイトの充実を図ります。

・利便性向上のためレスポンシブウェブデザインを採用する必要があります。

【モバイルファーストインデックスとは】

Googleのインデックス登録とランキングでモバイル版のコンテンツを優先的に使用すること

【レスポンシブウェブデザインとは】

閲覧者の情報取得ツールに合わせてウェブサイトのレイアウトをフレキシブルに変更させる手法です。

⑥実現への課題

【デザイン設計】

・利用者目線での「使いやすさ」、「求める情報への辿り着きやすさ」を追求したデザイン設計に

する必要があります。

⑦期待される効果 定性効果

・閲覧者が本市に求めている情報に辿り着きやすくなることによる利便性の向上

・視覚的に分かりやすいデザインによる市民等の本市の市政情報への理解や本市認知度

の向上

⑧担当部署 秘書広報部　シティプロモーション推進課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施

今後の課題

基本
方針

予算化
設計

運用

構築

DX計画

取組事項
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①ニーズを捉えた行政サービスで笑顔を映す

04 ICT利活用で快適なくらしを守る

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

2
松山市ホームページ管理運営システム改修事業

（スマホ版サイトバナー広告対応）
新規

④事業概要

松山市ホームページのバナー広告はスマートフォン（以下スマホ）版サイトでは見ることができま

せんが、今後も安定した広告収入を得るため、「松山市ホームページ」にスマホ版バナー広告を表

示するための機能を追加します。

⑤目標または必要性 広告主の要望対応や、今後も安定した広告収入獲得を目指すためには、システム改修は必要です。

⑥実現への課題 実現への課題はありません。

⑦期待される効果 定性効果

スマホでもバナー広告が見られるようになるため、松山市ホームページに広告を出そうとする広

告主の増加が見込まれます。また、松山市ホームページのスマホ版サイトを通して、企業等の広

告を多くの市民等が見る機会が増加することで、経済効果も高まることも期待できます。

また、著しく低迷している経済状況下でも、広告収入の一定確保が期待できます。

⑧担当部署 秘書広報部　シティプロモーション推進課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
実施完了／a

今後の課題

基本
方針

予算化 設計

構築 １月29日から運用

DX計画

取組事項
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（２）ビジョン② 

“にぎわいあふれるまちの力で笑顔を映す” 
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今後の課題

⑧担当部署 坂の上の雲まちづくり部　文化・ことば課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施 計画どおり実施

⑤目標または必要性

運用開始当初より、利用者数が大幅に増えたため、一連の運営作業をスムーズに行えるようサイト

の環境整備が必要です。また、コンテンツをより俳句に親しめるものとし、俳都松山を発信しま

す。

⑥実現への課題 実現への課題はありません。

⑦期待される効果 定性効果
松山ファンの増加や、未経験者の俳句を詠む機会の創出を図り、投稿数の増加に対して

安定した運営が行えます。

④事業概要

俳都松山俳句ポスト365は、平成25年１月運用開始当初の想定を大幅に上回る方々に利用されてい

ます。今後も安定した運用環境の維持とコンテンツの充実により、俳句に親しむ人の更なる増加を

図るため、令和2年度に再構築を行うものです。

【俳都松山俳句ポスト365とは】

俳句ポストのインターネット版として、多くの人が手軽に投句できるサイトです。

【俳句ポストとは】

昭和43年5月に松山城長者ヶ平へ第1号を設置し、令和3年11月時点で、主要観光地や道後温泉のホ

テル・旅館、路面電車や四国八十八ヶ所霊場など90ヵ所以上に設置しており、多くの方に投句をい

ただいています。

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

1 俳句投稿サイト「俳都松山俳句ポスト365」再構築事業 継続

②にぎわいあふれるまちの力で笑顔を映す

71 ICT利活用でひとが集まる
基本

方針

予算化 構築 4月から運用設計

DX計画

取組事項
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今後の課題

⑧担当部署 坂の上の雲まちづくり部　まちづくり推進課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画通り実施

⑤目標または必要性
　姫ケ浜荘のワーケーションの環境整備により、通年での利用者数増加につなげるだけでなく、忽

那諸島へ来島してもらう新しい動機づくりや滞在の形を創出します。

⑥実現への課題
【市民周知】

　環境整備のみではなく、今後の集客につながる情報発信が必要になってくると考えます。

⑦期待される効果 定性効果

【地域活性化】

　姫ケ浜荘の利用者数増加につながるほか、休暇を忽那諸島内で過ごすことにより、地

域の活性化につながることが期待されます。

④事業概要

　ワーケーション推進事業のため、現在、姫ケ浜荘の宿泊棟・交流棟で運用している松山フリーＷ

ｉ－Ｆｉに加え、長時間接続可能な業務用ＳＳＩＤを追加設定します。

　また、モバイルＷｉ－Ｆｉルーターの貸し出しを行い、中庭やビーチなど姫ケ浜荘建物外での

ワーケーション環境を整備します。

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

２ 姫ケ浜荘ワーケーション用Ｗｉ－Ｆｉ環境整備 新規

②にぎわいあふれるまちの力で笑顔を映す

71 ICT利活用でひとが集まる
基本

方針

予算化 設計

業務用SSID…１０月から運用

モバイルWi-Fiルーター…１月から運用予定構築

DX計画

取組事項
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今後の課題

⑧担当部署 総合政策部　企画戦略課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施 計画どおり実施

⑤目標または必要性

国では、人口減少に歯止めをかけ、将来にわたって活力ある日本社会を維持するため、第２期「ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」で、AI・IoT・５Gなどの未来技術の活用による地域課題の解決・

改善を促進することとしています。本市でも、第2期松山市まち・ひと・しごと創生総合戦略に基

づき、観光振興や地域防災などの分野で、株式会社ＮＴＴドコモが保有する各種ICTを活用した取

り組みを連携して行うことで、本市の地方創生を進めていきます。

⑥実現への課題

【費用対効果】

連携取組の実施については、具体的な取り組みごとに、費用対効果を含めて取組内容の効果を検証

していく必要があります。

⑦期待される効果 定性効果

ＩＣＴを利活用した取り組みを行うことで、今後の事業への活用や、新しい事業の構

想・企画などを行うことが可能となり、市民サービスの向上や地域活性化が期待されま

す。

ＩＣＴを利活用した地域防災に関する取り組みを行うことで、市民の安全安心の確保に

つなげていくことができます。

④事業概要

平成30年9月に、株式会社ＮＴＴドコモとの間で締結した「5G・IoT・AIの活用による地方創生に関

する連携協定」に基づき、各種ICTツール・サービスなどを活用した、幅広い分野での連携した取

り組みを推進しています。

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

１ 5G・IoT・AIに関する連携協定に基づく取り組み 継続

②にぎわいあふれるまちの力で笑顔を映す

72 ICT利活用でひとがつながる
基本
方針

連携取組の検討・実施（適宜）

DX計画

取組事項
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今後の課題

⑧担当部署 坂の上の雲まちづくり部　まちづくり推進課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施

⑤目標または必要性

若い世代の地域資源の利活用と知る機会の充実を図り、シビックプライドを醸成するために、若者

を中心に発展している動画のデジタルコンテンツを活用する必要があります。

SNSを活用することで、若者同士がつながったり、観光客が『坂の上の雲』のまちづくりを知る

きっかけになることを目標とします。

⑥実現への課題 実現への課題はありません。

⑦期待される効果

定量効果

(R3年度)

【定量効果アップ】

学生が制作した動画をＳＮＳへ投稿することで、松山市の魅力を発信

できます。

投稿数累計３本

定性効果
【定性効果アップ】まちづくりの理解が深まり、まちづくり参画への意識が高まりま

す。若い世代へのシビックプライドの醸成につながります。

④事業概要

「『坂の上の雲』のまちを巡ろう！３６０度動画リレー」として、『坂の上の雲』ゆかりの地をは

じめとした地域資源を知り、疑似体験ができる動画コンテンツ（VR)を市内学生（高校生・大学

生）が市民主体で制作し、YouTube等のSNSへ投稿します。

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

2 『坂の上の雲』のまちを巡ろう！３６０度動画リレー 新規

②にぎわいあふれるまちの力で笑顔を映す

72 ICT利活用でひとがつながる
基本
方針

予算化 募集・制作

DX計画

取組事項

40



今後の課題

⑧担当部署 総合政策部　ＩＣＴ戦略課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和３（2021）年度 令和４（2022）年度 令和５（2023）年度

計画

進捗状況

／達成度

⑤目標または必要性

国の「行政手続のオンライン化」や「令和４年度末までに、ほとんどの住民がマイナン

バーカードを保有すること」を目指しており、今後、マイナンバーカードを利用したオンライン

サービス等が増加することを考えると、デジタル機器に不慣れな方へのデジタルデバイド（情報格

差）対策の重要性はこれまで以上に高まっています。

⑥実現への課題

令和４年度末までに、市内４１全ての公民館地区で開催という目標ではありますが、新型コロナウ

イルス感染症対策に伴い公民館の利用制限もあったことから、予定どおり開催できない可能性があ

ります。

⑦期待される効果 定性効果 参加者のデジタルデバイドの解消

④事業概要

「誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化」を目指し、高齢者を含め、デジタル機器に不慣れ

な方や利用することに不安がある方などを対象とした地域に密着したデジタル機器の活用に関する

講習会を開催します。

令和４年度末までに、市内４１全ての公民館地区で講習会を開催する予定です。

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

3 デジタルデバイド対策 新規

②にぎわいあふれるまちの力で笑顔を映す

72 ICT利活用でひとがつながる
基本

方針

実施 実施 実施

DX計画

取組事項
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令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

今後の課題

進捗状況

／達成度
計画どおり実施 計画どおり実施

定性効果 テレワーク業務の定着・拡大による市民所得の向上が期待されます。

⑧担当部署 産業経済部　地域経済課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度

計画

⑤目標または必要性

在宅で働くことを希望する方々への雇用機会の創出のため、テレワーク業務の定着・拡大が必要で

す。

また、近年AIやIoTなどの取り組みが拡大しており、ビッグデータ解析ができる高度なテレワーカー

への業務が増加すると見込まれることから、高度IT人材の育成が必要です。

⑥実現への課題
【産業創出】

テレワーク業界の市場拡大と近年の社会構造の変化を見据えた高度人材の育成が必要です。

⑦期待される効果

定量効果

(R3年度)

テレワークによる在宅就労を希望する方々への雇用機会の創出が図ら

れます。※目標値はテレワーカー育成数
16人

④事業概要

テレワークによる在宅就労者を雇用又は個人請負契約をした事業所に対して就労奨励金を交付する

とともに、その事業所に在宅業務を発注した事業所に発注奨励金を交付しています。

また、大学生・社会人などを対象にビッグデータの解析などができる高度IT人材の育成を行ってい

ます。

(企業の人手不足への対応と在宅ワーカー業務のさらなる受注拡大を図る｢在宅ワークビジネスマッ

チング｣は、R1年度で事業終了)

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

１ 在宅就労の推進 継続

②にぎわいあふれるまちの力で笑顔を映す

73 ICT利活用でまちを育てる
基本

方針

事業者の指定・奨励金の申請・奨励金の交付・高度人材の育成

DX計画

取組事項
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今後の課題

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施 計画どおり実施

定性効果
雇用機会の創出により、ＩＴ技術者のＵＩターン者や新卒者の市外流出に加えて、地域経済の発

展及び市民所得の向上が期待されます。

⑧担当部署 産業経済部　地域経済課

⑤目標または必要性 企業誘致による地域経済の活性化と雇用の創出を図ります。

⑥実現への課題

【人員確保】

企業進出の際に、松山で雇用が集まるのかという企業の要望に対して、人材確保方策の提案が必要

です。

⑦期待される効果

定量効果

(R3年度)

ICT・情報通信関連企業を誘致することにより、新たな雇用の創出が

期待されます。
1社

④事業概要
平成１４年に市内全域に整備された光ファイバー網を活かし、ＩＣＴ・情報通信関連企業の立地促

進を図るため、奨励措置等を行うなど、企業誘致を積極的に推進しています。

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

２ ＩＣＴ・情報通信関連企業の誘致 継続

②にぎわいあふれるまちの力で笑顔を映す

03 ICT利活用でまちを育てる
基本

方針

企業誘致事業

DX計画

取組事項
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今後の課題

進捗状況

／達成度
計画どおり実施 計画どおり実施 計画どおり実施

⑧担当部署 総合政策部　ICT戦略課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 平成30（2018）年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

計画

⑤目標または必要性

情報公開請求数の多い案件のオープンデータ化やニーズの高いデータを二次活用しやすいフォー

マット等で公開します。

また、他自治体や大学・企業との連携を強化し、統一様式によるデータ公開、利活用事例の検討・

データ分析の研究等を行っていきます。

⑥実現への課題

【財源確保】【費用対効果】

オープンデータの拡充及び利活用は、予算をかけずに取り組んでいるため、取り組みが限定的にな

ります。費用対効果を踏まえて、予算化についても検討が必要です。

【事務改善検討】

オープンデータの質と量を充実させるため、庁内での調整が必要です。

⑦期待される効果 定性効果

オープンデータ利活用の取り組みを推進することで、新たなサービスの創出による市民

満足度の向上や地域経済の活性化、地域課題の解決等が期待されます。

情報公開請求数の多いデータのオープンデータ化など、オープンデータを拡充すること

で、業務の効率化が図れます。

④事業概要

本市が公開しているオープンデータの質（データ公開様式等）及び量を充実させるとともに、デー

タ利活用の取組みを、産学官で連携して推進していきます。

【松山市オープンデータとは】

自治体が保有している公共データを誰でも活用できる形式で公開しているデータです。松山市で

は、「松山市オープンデータ推進ガイドライン」に基づき平成28年度から公開しています。

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

３ オープンデータの拡充及びデータ利活用の取り組み推進 継続

②にぎわいあふれるまちの力で笑顔を映す

83 ICT利活用でまちを育てる
基本

方針

オープンデータの拡充

産官学連携に伴う

協議会設立 データ利活用の促進

DX計画

取組事項
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今後の課題

⑧担当部署 産業経済部　地域経済課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施 計画どおり実施

⑤目標または必要性
オンライン等業務やRPAの導入・実施が進めば、市内中小企業の業務効率化による生産性の向上が

期待されます。

⑥実現への課題 実現への課題はありません。

⑦期待される効果 定性効果 市内中小企業の業務効率化による生産性向上が期待されます。

④事業概要

業務効率化による生産性向上を図るため、オンライン等の業務（テレワーク、非対面型ビジネスモ

デルへの転換、デジタル化）やRPAの導入に取り組む市内中小企業等を支援します。

【非対面型ビジネスモデルへの転換とは】

非対面・遠隔でサービスを提供するためのビジネスモデルへ転換するための設備・システム導入等

を行うことです。

【ＲＰＡとは】

情報取得やデータ入力等パソコン上で行う定型作業を自動化するためのツールです。

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

4 中小企業等へのデジタル化等に関する支援 新規

②にぎわいあふれるまちの力で笑顔を映す

73 ICT利活用でまちを育てる
基本

方針

RPA導入支援補助金

オンライン等業務効率化支援助金

DX計画

取組事項
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今後の課題

⑧担当部署 産業経済部　地域経済課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施

⑤目標または必要性

松山市でのビジネス環境をサテライトオフィス等を利用することで簡易に体験してもらい、本格的

な進出へつないでいきます。

また、コロナ禍で直接訪問による営業活動が困難な中、ウェブ会議システムを利用して企業誘致の

営業活動を実施します。

⑥実現への課題

【定量効果ダウン】

・サテライトオフィス等を運営する民間事業者に対し、5Gの導入を推進していく必要があります。

・機材や場所の空き状況によって、会議開催の可否が左右されます。

⑦期待される効果 定性効果 【地域活性化】企業を誘致することで、地域活性化に繋がります。

④事業概要

新型コロナウイルス感染拡大を受け、地方移住やサテライトオフィスなどへの関心が高まっている

ことから、Wi-Fiなどインターネット環境等の設備があらかじめ用意され、テレワーク環境整備が

整えられているオフィス等（サテライトオフィス等）の賃料を補助します。

また、首都圏など遠隔地の企業との面談をオンライン会議に移行することで、コロナ禍においても

企業誘致活動を継続する上で、Zoomのライセンスを取得することで会議の開催を主導し、積極的

な誘致をアピールします。

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

5 ウィズコロナ企業誘致事業 新規

②にぎわいあふれるまちの力で笑顔を映す

73 ICT利活用でまちを育てる
基本

方針

5月から運用予算化

DX計画

取組事項
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計画どおり実施

今後の課題

⑧担当部署 総合政策部　防災・危機管理課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 平成30（2018）年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施 計画どおり実施

⑤目標または必要性

近年、多発化・激甚化している自然災害に対し、迅速かつ正確できめ細かな情報提供や災害対応が

求められています。情報収集・情報共有・情報発信を効率的に行うことにより、市民の安全・安心

を確保できるシステムの構築が必要です。

⑥実現への課題

【他システムとの連携】

既存の愛媛県災害情報システム及び消防局通信指令管制システム、構築予定の被災者生活再建支援

システムなどとの適切な連携方法の決定が必要です。

⑦期待される効果 定性効果

災害対策本部機能の充実・強化や、緊急情報を迅速に伝達する手段の確保につながり、

迅速かつ正確な災害対応が行える体制を整備することで、市民生活の安全・安心を確保

することができます。

④事業概要
今後発生が予測されている南海トラフ地震等の大規模災害の備えとして、効率的に情報収集・情報

共有・情報発信を行うことができるシステムを構築し、市民の安全・安心を確保します。

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

１ 松山市総合防災情報システム再構築事業 継続

②にぎわいあふれるまちの力で笑顔を映す

04 ICT利活用でまちを守る
基本

方針

予算化 設計 構築 仮運用

※R3から本運用

DX計画

取組事項
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進捗状況

／達成度
計画どおり実施 実施完了／a

⑧担当部署 消防局　通信指令課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

計画

今後の課題

⑤目標または必要性
増加傾向にある携帯電話からの119番通報に対応し、市民の安全安心を確保するためには改修が必

要です。

⑥実現への課題

【改修スケジュール】【財源確保】

消防通信指令管制システムは令和２年１月現在更新作業中であり、改修事業費を削減するため、更

新スケジュールと同時に改修を実施する必要があります。

⑦期待される効果 定性効果

システム改修により、携帯電話からの119番通報が携帯キャリアを問わず同時に8回線

受信できるようになり、安定した119番通報受信体制を確保できます。

安定した119番通報受信体制を確保することで、迅速かつ的確な消防・救急業務によ

り、市民の安全・安心の維持につながります。

④事業概要

近年の携帯電話普及とともに携帯電話からの119番通報が今後も増加傾向にあることから、現在、4

キャリア（2回線/キャリア）の計8回線から、1キャリアあたりの受信回線数制限を改め、キャリア

を問わず通報順に8回線まで同時受信が可能となるようシステム改修を行います。

【4キャリア】

・ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、ソフトバンク、楽天モバイル

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

2 消防通信指令管制システム改修事業（携帯１１９番受信回線増設等対応） 継続

②にぎわいあふれるまちの力で笑顔を映す

04 ICT利活用でまちを守る
基本

方針

予算化 設計構築 ６月から運用

DX計画

取組事項
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進捗状況

／達成度
計画どおり実施 計画どおり実施

⑧担当部署 総合政策部　防災・危機管理課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

計画

今後の課題

⑤目標または必要性

防災情報の発信が避難につながりにくかったこと、発災直後の被害全容の把握に時間を要したこと

や、国等の広域支援を受けるための情報共有体制が不足したなどの過去の災害の課題に対応する必

要があります。

⑥実現への課題

【スケジュール】

本市が同時期に調達する総合防災情報システムとの連携や役割分担を整理しながら構築する必要が

あります。

⑦期待される効果 定性効果

災害対応を迅速かつ確実に行え、市民生活の安心・安全を確保できます。

県内自治体の共同利用で、導入費用及び維持管理費用の削減が図れます。

被害状況の自動収集や国等との連携強化で事務の効率化と正確性の向上が図れます。

④事業概要

愛媛県と県下市町とが共同利用している愛媛県災害情報システムは、現行の契約（平成28年4月1日

開始）が令和3年3月末をもって満了となり、合わせて昨今の災害対応で課題となった発災直後の情

報収集や国との情報共有等に対応するため、被害状況の自動収集や国システムとの連携等の機能強

化を行った上で、再構築を行います。

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

3 愛媛県災害情報システム再構築（共同利用） 継続

②にぎわいあふれるまちの力で笑顔を映す

04 ICT利活用でまちを守る
基本

方針

予算化 設計 構築 4月から運用

DX計画

取組事項
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（３）ビジョン③ 

“最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す” 
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

41 ICT利活用でより高度な政策を展開

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

１ ＡＩ・ＲＰＡの利活用推進事業 継続

④事業概要

先進的なＩＣＴ技術を積極的に業務に取り入れることで、全庁体制での”業務の効率化”を図り、職

員が付加価値の高い業務に専念できる環境を構築するべく、ＡＩ・ＲＰＡの利活用を推進していま

す。

【ＡＩとは】

言語の理解や状況に応じた判断などの知的行動を、人間に代わってコンピューターに行わせる技術

です。

【ＲＰＡとは】

情報取得やデータ入力などのパソコン上の定型作業を、人間に代わってソフトウェアロボットに行

わせることで、業務プロセスを自動化する技術です。

　※AI・RPA関連の案件のうち、導入業務の拡大等は本件に統合して管理します。

⑤目標または必要性

【ＡＩ】令和３年度は、有効性が認められた「ＡＩ－ＯＣＲ」の導入を行うほか、他自治体の先行

事例等を参考に、積極的な実証実験及び効果検証を行っていきます。

【ＲＰＡ】令和３年度は、前述の「ＡＩ－ＯＣＲ」の導入によって紙で取り扱っていた情報がデー

タ化されることで、ＲＰＡ導入の対象となる業務の拡大が見込めることから、さらなる検証と導入

を推進していきます。

⑥実現への課題

【費用対効果】導入費用と期待される効果の比較を意識して検討を進めなければなりません。

【事務改善検討】ＡＩ・ＲＰＡを導入する際に、最適なパフォーマンスを発揮するために、事務改

善を検討する必要があります。

【職員教育】新規導入に際して職員研修を行う必要があります。

⑦期待される効果 定性効果

ＡＩ・ＲＰＡに事務作業を代替させることで、各業務の事務量が削減され、職員は空い

た時間を活用して、さらに市民に寄り添った対応や、新しい事業の構想・企画などを行

うことができます。

⑧担当部署 総合政策部　ICT戦略課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施 計画どおり実施

今後の課題

基本

方針

ＡＩ及びＲＰＡ

連携協定・実証実験

【ＲＰＡ】

予算化 調達 構築 2月末から運用

【ＡＩ】

予算化 調達 7月から運用

9月：納税課で運用開始

2月：資産税課（臨時）

ほか、並行してシナリオ作成

必要に応じて予算化しつつ、

導入業務を拡大していく

RPA導入数:6業務（R3.4時点）

人事･市民税･地域経済分

ＡＩ会議録作成支援システム分 AI-OCR分 R2検証･予算化 R3.6～運用

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

01 ICT利活用でより高度な政策を展開

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

2 観光WEBプロモーション事業 新規

④事業概要

観光情報WEBサイト「四国松山　瀬戸内松山」の運営・更新等を行うとともに、SNS等を活用した

WEBプロモーションを実施します。また、アクセスデータを収集し、サイト運営及びプロモーショ

ンのターゲット選定等に活用することで、効果的に本市の認知度向上及び誘客を図ります。

【WEBプロモーションとは】

FacebookやInstagram等のSNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）のほか、Google、

Yahoo!等の広告ネットワークにWEB広告を掲載するものです。

⑤目標または必要性

観光情報WEBサイト「四国松山　瀬戸内松山」は、日本語、英語、韓国語、中国語（簡体字・繁体

字）の5言語で展開しており、本市の魅力を発信しています。また、アクセスデータ解析に基いた

WEBプロモーションにより、本市の認知度を高め、誘客を図ります。

⑥実現への課題 実現への課題はありません。

⑦期待される効果 定性効果 本市の魅力を国内外に発信でき、本市の認知度向上及び誘客を図ることができます。

⑧担当部署 産業経済部　観光・国際交流課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施 計画を変更して実施

今後の課題

ウィズコロナ、アフターコロナ

を見据えたコンテンツ整備及び

プロモーション

基本
方針

10月から運用設計・構築

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

71 ICT利活用でより高度な政策を展開

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

３ 里島プロモーション事業 新規

定性効果
【地域活性化】

動画をきっかけに移住する人や、来島者などの関係人口の増加が見込まれます。

④事業概要

　「安全で環境にやさしい持続可能な観光未来都市まつやま」の実現を目指し、忽那諸島の地域資

源を使った里島（りとう）プロモーション動画「里島ディスカバリー」を制作し、各島の紹介や食

文化、移住者、自然などさまざまな魅力を約１分間の動画に凝縮しており、松山市動画チャンネル

で公開しています。

　公開された動画をアクセス分析し、その結果を踏まえて、今後のプロモーションに対する指針設

計を行い、効果的な情報発信を検討します。

⑤目標または必要性

令和２年７月にリニューアルオープンした中島の宿泊施設「ほしふるテラス姫ケ浜」を拠点に、夏

季だけでなく年間を通して、忽那諸島へ来島してもらう新しい動機づくりや滞在の形を創出しま

す。

⑥実現への課題

【追加課題】

令和３年度に制作した動画について公開・分析を行い、その結果を活用したプロモーション活動を

令和４年度以降行い、忽那諸島の認知度向上および関係人口の拡大をいかに図れるかが課題です。

⑦期待される効果

⑧担当部署 坂の上の雲まちづくり部　まちづくり推進課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画通り実施

今後の課題

基本
方針

予算化 設計 作成

運用（８月から動画公開）

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

02 ICT利活用で円滑に業務を遂行

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

1 介護保険指定事業者等管理システム再構築事業 継続

④事業概要

介護保険事業者の指定や給付体制届出等のデータを作成した上で管理し、愛媛県とデータ連携を行

うことのできる、介護保険指定事業者等管理システム（クラウド版）を、愛媛県が構築し、各市町

で利用できるようになります。本市でも同システムを導入します。

【介護保険指定事業者等管理システムとは】

介護保険指定事業者の指定処理及び管理を行うためのシステムです。

⑤目標または必要性 クラウド版に移行することで、県や他市町とのデータ共有をよりスムーズなものとします。

⑥実現への課題

【改修スケジュール】

県及び他市町と連携を取りつつ、システム導入への動きを統一する必要があります。

【セキュリティリスク】

データセンターと通信を行うこととなるため、セキュリティ対策を万全にする必要があります。

⑦期待される効果 定性効果

愛媛県統一のデータベースを用いて運用を行うため、台帳情報や申請内容等の相互

チェックの他、データ連携も容易で効率的な運用を行うことができます。

県・市・町が同一のシステムを共同使用するため、入力エラー等が発生した場合に迅速

に対応ができるようになります。

⑧担当部署 保健福祉部　介護保険課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施 実施完了／a

今後の課題

基本
方針

予算化 設計 構築 7月から運用

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

02 ICT利活用で円滑に業務を遂行

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

2 ファイリングシステム再構築事業 継続

④事業概要

市民から提出された申請書類や、情報システムからの出力帳票等を画像データ化し、管理している

ファイリングシステムの保守が令和2年度で終了するため、新たにファイリングシステムの再構築

を行います。

【ファイリングシステムとは】

図面や申請書等の画像をデータ化し、分類して管理を行うためのシステムです。

⑤目標または必要性 現在保有している画像データ及び今後発生する画像データを安全に参照しやすい形で保管します。

⑥実現への課題
【事務改善検討】

検索を容易にできるようにインデックス情報を含めて移行を行う必要があります。

⑦期待される効果 定性効果 帳票の確認が必要となった場合の検索等の時間を短縮することができます。

⑧担当部署 総合政策部　ICT戦略課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施 実施完了/a

今後の課題

基本

方針

予算化 設計 構築 2月から運用

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

02 ICT利活用で円滑に業務を遂行

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

3 介護保険システム改修事業（定期レベルアップ資産適用） 継続

④事業概要

介護保険システムの定期レベルアップ資産（セキュリティ・機能追加に関するアップデート及び脆

弱性や安定性に関する修正モジュールの適用）の提供を受け、資産適用を行います。

【介護保険システムとは】

介護保険業務全般を行うためのシステムです。

⑤目標または必要性

現在稼働している介護保険システムは、パッケージシステムを導入しており、定期的にセキュリ

ティに関するアップデートや、機能追加の他、パフォーマンスアップの為の修正モジュール等の提

供を受けることができ、これを定期的に反映させることにより、システム全体の安全性と安定性の

向上を図ります。

⑥実現への課題 実現への課題はありません。

⑦期待される効果 定性効果 システム全体の安全性と安定性の向上が期待されます。

⑧担当部署 保健福祉部　介護保険課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施 実施完了／ａ

今後の課題

基本

方針

予算化 設計 構築 ８月から運用

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

02 ICT利活用で円滑に業務を遂行

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

4 工事・業者管理システム改修事業（上下水道統合対応） 継続

④事業概要

令和3年度に下水道部と公営企業局との統合が予定されていますが、令和3・4年度分からの競争入

札参加者資格審査申請については、市長部局の契約課で一元管理することに加え、統合後の下水道

部の工事等入札契約業務については、公営企業局管理者の発注として契約課が管理を行うため、工

事・業者管理システムの改修を行います。

【工事・業者管理システムとは】

本市が発注する工事及び工事に係る委託の契約事務の一元管理と競争入札参加有資格者契約手続き

で必要となる入札参加資格事業者の情報を管理するためのシステムです。

⑤目標または必要性
令和3年度の統合後、下水道部の工事等発注案件は、公営企業局管理者の発注案件として管理が行

えるよう改修が必要です。

⑥実現への課題

【定性効果ダウン】

下水道部門が発注する工事等は、工事・業者管理システムで公営企業局発注案件として管理するた

め、管理するデータは、市長部局と公営企業局の区分を設ける必要があります。

また、統合後は、公営企業局の職員が、工事・業者管理システムを利用するため、ユーザー権限等

の設定が必要です。

⑦期待される効果

定量効果

(R3年度)
事務の合理化により事務経費の削減につながります。 約900千円

定性効果
システム改修により、安定してシステムの継続利用ができることで、適正な業務が維持され、行

政の合理化につながります。

⑧担当部署 総務部　契約課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施 実施完了／a

今後の課題

基本

方針

検討・予算化 設計 構築 3月から運用

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

42 ICT利活用で円滑に業務を遂行

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

5 口座情報管理業務にかかるＲＰＡ導入 継続

④事業概要

各種税の納付に必要な口座情報の新規登録・異動更新の業務や口座振替不能となった対象者の口座

廃止処理業務に関してＲＰＡツールを導入します。

【ＲＰＡツールとは】

情報取得やデータ入力等パソコン上で行う定型作業について、処理手順を記憶させることで処理の

自動化を行うためのツールです。

⑤目標または必要性
口座振替結果データから新規登録、更新、廃止処理等のデータをＲＰＡに作成させることで、口座

管理業務の作業効率向上を図ります。

⑥実現への課題
【職員教育】ＲＰＡを設定するための職員研修を行う必要があります。

【費用対効果】導入費用と期待される効果の比較を意識して検討を進めなければなりません。

⑦期待される効果

定量効果

(R3年度)
事務量や作業効率化につながります。 約800時間

定性効果 口座情報管理業務の品質向上と窓口等市民サービスの向上につながります。

⑧担当部署 理財部　納税課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施 実施完了／a

今後の課題

基本

方針

設計 構築 10月から運用予算化

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

02 ICT利活用で円滑に業務を遂行

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

6 児童手当システム改修事業（年金情報連携対応） 継続

④事業概要

マイナンバーによる年金関係情報連携の開始に伴い、児童手当システムで年金資格の一括照会がで

きるよう改修を行います。

現在、児童手当支給事務では、受給者に健康保険証コピーの提出を求め、年金資格を確認していま

す。情報連携開始により健康保険証の確認が省略できるようになります。

【児童手当システムとは】

児童手当の受給資格管理や手当支給の業務を行うためのシステムです。

⑤目標または必要性
毎年６月の現況届の審査で年金資格を情報連携で照会する作業（約３万６千件）を一括で処理する

ことにより、事務効率が向上します。

⑥実現への課題 実現への課題はありません。

⑦期待される効果

定量効果

(R3年度)
委託している事務作業の削減により委託料が削減されます。 約33千円

定性効果
受給者から、健康保険証の提出を省略することができ、手続きの簡素化が進みます。

一括で照会することにより作業負担が軽減されます。

⑧担当部署 保健福祉部　子育て支援課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施 実施完了／a

今後の課題

基本

方針

予算化 設計 3月から運用構築検討 試行

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

02 ICT利活用で円滑に業務を遂行

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

7 都市情報システム住宅地図更新事業 継続

④事業概要

都市情報システムにおいて、基図のひとつである住宅地図は、毎年度使用許諾契約を締結し、業務

上必要な職員が現地確認・調査等で利活用できるようにしています。住宅地図には、詳細な住所や

建物名、表札情報など豊富な地図コンテンツがあり、災害時の情報共有や被害状況の確認などの現

地確認・調査等だけでなく、全庁の様々な業務で利用されているため最新版に更新します。

【都市情報システムとは】

行政のさまざまな情報について、地図上で管理を行うためのシステムです。

⑤目標または必要性

都市情報システムは、全庁で様々な業務に利用されており、業務効率化・市民サービス向上に資す

るシステムです。特に市内の建物や道路状況等の情報については、都市情報システム上の住宅地図

以上に最新状況を全庁に共有できる地図情報はないため、住宅地図を最新版に更新する必要があり

ます。

⑥実現への課題 実現への課題はありません。

⑦期待される効果 定性効果
都市情報システム上の住宅地図を利用しての現地確認・調査等を効率的に実施すること

ができます。

⑧担当部署 総合政策部　ICT戦略課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施 計画どおり実施

今後の課題

基本

方針

予算化 設計 構築 12月から運用

予算化 設計 構築

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

42 ICT利活用で円滑に業務を遂行

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

8 ＡＩ会議録作成支援システム導入事業 継続

④事業概要

職員が行っている会議録等の作成事務について、音声ファイルを読み込ませることで自動的に文字

起こしを行うＡＩ会議録作成支援システムを導入します。

【ＡＩ会議録作成支援システムとは】

ＡＩ（人工知能）を活用することで、音声ファイルを高精度で認識し、文字に起こすシステムで

す。

⑤目標または必要性
ＡＩ会議録作成支援システムの導入によって、職員の会議録作成事務の効率化を目指すことを目的

とします。

⑥実現への課題
【職員教育】

システムの利用方法及び情報資産の取扱いについて職員に周知する必要があります。

⑦期待される効果
定量効果

(R3年度)

令和元年11月に行った試験利用の結果から、職員による会議録作成

に係る事務量について、40％程度の削減が見込めます。
約740時間

⑧担当部署 総合政策部　ICT戦略課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

計画

今後の課題

進捗状況

／達成度
計画どおり実施 実施完了／a

基本

方針

予算化 調達 7月から運用

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

42 ICT利活用で円滑に業務を遂行

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

9 ＡＩ－ＯＣＲ導入事業 新規

④事業概要

手書きの書類や帳票をもとに職員がシステム入力等を行っている事務について、記載された文字を

読み込んでデータ化するＡＩ－ＯＣＲを導入します。

【ＡＩ－ＯＣＲとは】

ＡＩ（人工知能）を活用することで、手書きの書類や帳票の文字を高精度で認識し、データ化する

技術です。（ＯＣＲ＝光学文字認識）

⑤目標または必要性 ＡＩ－ＯＣＲの導入によって、職員のシステム入力等の効率化を目指すことを目的とします。

⑥実現への課題

【セキュリティリスク】個人情報等を含む情報を取り扱うため、総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡ

Ｎ）などの専用回線が利用可能な、安全性の確保されたサービスを選定する必要があります。

【費用対効果】費用に対する庁内での需要及び事務効率化の効果を検証する必要があります。

【帳票変更】ＯＣＲの認識精度を高めるため、帳票の変更が必要となる可能性があります。

⑦期待される効果 定性効果

【事務改善（効率化）】手書きの書類や帳票をデータ化し、システムによる自動取り込

みやＲＰＡと組み合わせることで、事務の効率化が期待できます。

【定性効果アップ】手作業による入力ミスの防止が期待できるほか、定型的な入力事務

を自動化することで、職員にしかできない高度な業務に取り組むことができます。

⑧担当部署 総合政策部　ICT戦略課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施 計画どおり実施

今後の課題

基本
方針

検討・実証実験 6月から運用調達予算化

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

02 ICT利活用で円滑に業務を遂行

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

10 ＷＥＢ会議システム導入事業 新規

④事業概要

新型コロナウィルス感染症拡大の影響を受け、不要不急の出張や対面会議等の自粛が全国的に拡大

しており、本市でも、業務上必要な企業、団体等との会議等開催が困難な状況となっていることか

ら、場所や距離など物理的な制約を受けることなく対面会議等と同様な協議や打合せが行えるよう

に、インターネット環境で利用できるＷＥＢ会議システムを導入します。

⑤目標または必要性
会場や時間などの物理的制約を受けることなく、柔軟で効率的な会議開催による情報共有や意思疎

通を図り、業務が継続できるようにすることを目的とします。

⑥実現への課題

【設置場所】

特定の会議室に設置場所を固定すると、ＷＥＢ会議以外の会議によってシステムが利用できない状況が発生す

るため、場所を選ばずにシステムが利用できる環境を検討する必要があります。

【利用ライセンス】

Web会議は不特定多数の職員が利用するため、適切なライセンス形態での利用を検討する必要があります。

⑦期待される効果 定性効果

・遠隔地の事業者等と対面での会議等が困難な場合でも、オンラインで会議等が行える

ことで、業務の継続性が確保できます。

・会議等で、職員や関係者が直接接触することを避けられるため、新型コロナウイルス

の感染拡大のリスクを低減することができます。

⑧担当部署 総合政策部　ICT戦略課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
実施完了／a

今後の課題

基本
方針

予算化

設計
運用構築

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

02 ICT利活用で円滑に業務を遂行

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

11 地方公会計システム再構築事業 新規

④事業概要

財務書類等を作成するための地方公会計システムは、現在、国の関係団体（地方公共団体システム

機構）が構築した「公会計標準システム」を使用していますが、当団体からの保守等が令和3年度

で終了し、令和4年度以降、継続して使用できないため、システム再構築を行います。

⑤目標または必要性

地方公共団体システム機構の保守等が令和3年度で終了し、令和4年度以降、継続して使用できない

ため、再構築する必要があります。

また、財務書類等を作成するためには、システムの構築及び安定した運用が必須となります。

⑥実現への課題
【改修スケジュール】

現行システムの運用が終了する令和3年度末までに開発を完了する必要があります。

⑦期待される効果 定性効果
システムの活用により、精度の高い財務書類の継続的な作成が可能となることで、行政

の合理化につながります。

⑧担当部署 理財部　財政課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画通り実施

今後の課題

基本
方針

予算化 設計 構築 ４月から運用

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

02 ICT利活用で円滑に業務を遂行

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

12 総務管理事務システム改修事業（勤務時間変更申請対応） 新規

④事業概要

疲労蓄積防止のための早出遅出勤務、ゆう活、テレワーク、在宅勤務等多様な勤務形態の働き方に

対応するためのシステム改修です。

現在、紙での申請によるものを総務管理事務システムでの申請に変更することによって、制度利用

者、労務管理担当者の負担を軽減するものです。

【総務管理事務システムとは】

出退勤等の申請や管理を行うためのシステムです。

⑤目標または必要性
各種制度を利用する場合に、現在運用中の総務管理事務システムで申請を可能にすることで、決裁

や、勤務形態の変更の反映を効率化します。

⑥実現への課題 実現への課題はありません。

⑦期待される効果

定量効果

(R3年度)

申請用紙の削減

申請内容の集計処理時間の削減

1月あたり約500

件・1件当たりの

削減時間8分

定性効果
申請手続きの簡略化による職員の働き方の多様性、柔軟性の推進

システム化による人為的な入力ミス削減に伴う事務の効率化

⑧担当部署 総務部　人事課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
実施完了／ａ

今後の課題

基本
方針

予算化
設計

12月から運用

構築

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

02 ICT利活用で円滑に業務を遂行

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

13 税総合情報システム改修事業（電子申告データ（償却資産）連携対応） 新規

④事業概要

地方税ポータルシステム（ｅＬＴＡＸ）を利用して電子申告されている固定資産税（償却資産）に

関するデータ（所有者・資産等）を活用し、事務軽減を図るため、税総合情報システムを電子申告

データの取込みと賦課計算に対応するためシステム改修を行います。

【地方税ポータルシステム（ｅＬＴＡＸ）とは】

地方税の申告や納税を地方公共団体や金融機関の窓口に出向くことなく、自宅やオフィスで、パソ

コンからインターネットを通じて行い、自治体でそれら情報を収受することができるシステムで

す。

⑤目標または必要性

「ｅｌＴＡＸ（地方税ポータルシステム）」を活用した電子申告は年々増加しており、申請受付～

賦課までの職員の負担軽減とともに、適正な賦課業務にも繋げるため、税総合情報システムの改修

が必要です。

⑥実現への課題

【事務改善検討】

毎年１月１日現在、市内で事業用償却資産を有している者は、その年の１月末までに申告をする義

務となっています。新年度の課税は４月1日に賦課を固める必要がありますが、申告内容を確認し

全てを手入力処理を行うため特に１～３月時期の職員負担は過剰な状態となっています。

⑦期待される効果
定量効果

(R3年度)

現在、「申請内容の確認」～「システムへ手作業入力」にかかってい

る処理時間半減の効率化を見込んでいます。
約370時間

⑧担当部署 理財部　資産税課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施

今後の課題

基本
方針

予算化 設計 構築 運用

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

52 ICT利活用で円滑に業務を遂行

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

14 テレワークの推進 新規

④事業概要

　職員がICT等を活用して時間や空間の制約にとらわれず働くことができるテレワークは、新型コ

ロナウイルス感染症拡大時や災害発生時等、非常時の業務の継続を可能にし、また、育児や介護等

で時間的な制約がある職員や障がいがある職員の能力発揮のためにも有効な手段と考えられます。

　本市では、令和２（２０２０）年に自宅等でも職場と同等の業務が行えるテレワークシステムを

整備しましたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大時等への備えとして、また、職員の働き方

改革を一層推進していくため、国の支援等も活用し、テレワークができる環境を拡充していきま

す。

【テレワークシステムとは】

職員が普段職場で利用するグループウェア、メール、ファイルサーバなどの業務システムを、場所

や時間にとらわれることなく、自宅等での利用を可能とするシステムです。

⑤目標または必要性 職員の多様なワークスタイルに対応し、柔軟な働き方を実現することを目標とします。

⑥実現への課題
計画的なテレワークの実施の勧奨や業務プロセスの見直し、十分な端末の確保などにより、多くの

職員が日常的にテレワークを実施しやすくなるような職場環境づくりが必要です。

⑦期待される効果 定性効果

在宅等でできる業務が増えることにより、在宅事務の生産性が向上するとともに、テレワーク利

用の推進につながります。

新型コロナウイルスなどの感染症防止の観点から、出勤者の削減に有効であり、持続的な行政

サービスの提供につながります。

介護や子育てなど柔軟な働き方を必要とする職員の、仕事との両立が図れ、離職防止につながり

ます。

⑧担当部署 総務部　人事課、総合政策部　ICT戦略課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画通り実施

今後の課題

基本
方針

予算化

設計・

９月から運用・テレワークの推進

構築

自治体テレワークシステム検証

運用開始

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

02 ICT利活用で円滑に業務を遂行

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

15 児童手当システム改修事業（支払予定通知対応） 新規

④事業概要

松山市では、児童手当支給（6・10・翌年2月）にあわせ、口座振替通知書を年3回発送しています

が、現況届（毎年6月）の結果が反映された支払予定通知書として年1回の発送に見直すことで、事

務の省力化や通信運搬費等の経費削減を図るため、児童手当システムの改修を行います。

※現況届の結果を反映する処理(現況判定)により、当該年度の6月から翌年5月までの支払金額を決

定します。

【児童手当システムとは】

児童手当の受給資格管理や手当支給の業務を行うためのシステムです。

⑤目標または必要性
改修により、印刷製本費や通信運搬費等の費用削減につながるとともに、作業の効率化を図ること

ができるため、円滑に手当支給業務ができます。

⑥実現への課題
【市民周知】

通知が年3回から年1回に変更になることを事前に周知する必要があります。

⑦期待される効果

定量効果

(R3年度)

【費用軽減】

見直しにより、印刷経費通信運搬費等の経費が削減できます。
約460万円

定性効果 システム改修により、事務量を削減させ、正確かつ円滑に支給事務を行うことができます。

⑧担当部署 保健福祉部　子育て支援課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施

今後の課題

基本
方針

予算化 設計 6月から運用構築

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

02 ICT利活用で円滑に業務を遂行

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

16 上下水道事業組織統合に伴う下水道事業会計等追加業務 新規

④事業概要

上下水道事業の組織統合に伴い、現在は公営企業局と下水道部で別々で運用している財務会計シス

テムを一つに統合し運用するため、公営企業局財務会計システムに下水道事業会計の各種情報を取

り込みます。

【財務会計システムとは】

地方公営企業法に基づいた公営企業会計の経理を行うためのシステムです。

⑤目標または必要性

上下水道事業の組織統合後に、企業会計の経理を円滑かつ正確に行うため、現在公営企業局で運用

している財務会計システムに下水道事業会計の各種情報を取り込む必要があります。令和3年度

は、下水道事業会計の固定資産情報等の本番環境へのデータ取込作業と、令和２年度決算情報の

データ移行作業を行います。

⑥実現への課題

【改修スケジュール】

下水道事業会計の令和2年度決算情報の取込を円滑に実施し、令和3年度の予算執行情報などとの確

実な連携を図る必要があります。

⑦期待される効果 定性効果
【定性効果アップ】

システム統合により帳票等を統一することができ、事務の効率化を図ることができます。

⑧担当部署 公営企業局　経営管理課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施

今後の課題

基本
方針

設計 構築 運用

設計 構築

予算化

運用

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

02 ICT利活用で円滑に業務を遂行

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

17 水道台帳管理システム再構築事業 新規

④事業概要

都市情報システムの中で稼働している水道台帳管理システムは、運用開始から１５年以上経過し、

データ項目の増大による操作性の低下など多くの課題が生じていることから、機能やデータ項目の

見直しによる業務効率性の向上と、データ更新費用の低減を目的としてシステムの再構築を行いま

す。

本システムを令和３～５年に再構築し、令和５年７月から運用開始します。

【水道台帳管理システムとは】

水道施設等の各種情報を集約し、これらの情報を用いて検索・集計・分析を可能とするシステムで

す。

⑤目標または必要性

水道台帳管理システムは、水道施設等の各種情報を集約し、これらの情報を用いて検索・集計・分

析を可能とするシステムであるため、将来にわたる水道施設等の維持管理、更新、申請等各種業務

を正確かつ効率的に行う上で必要不可欠なツールです。

⑥実現への課題 実現への課題はありません。

⑦期待される効果 定性効果

【定性効果アップ】　集約された水道施設等の情報を有効に扱い、維持管理、更新、申

請等各種業務を正確かつ効率的に行うことで市民サービスの向上及び水道事業の適切な

運営につながります。

⑧担当部署 公営企業局  水道管路管理センター

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度 令和5（2023）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施

今後の課題

基本
方針

予算化

設計 構築

４月から仮運用

７月から運用

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

02 ICT利活用で円滑に業務を遂行

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

18 子ども・子育て支援システム改修事業（児童手当特別徴収対応） 新規

④事業概要

保育料等の滞納解消を目的として、滞納保育料等を児童手当から申出徴収することに伴い、収納管

理及び児童手当システムとのデータ連携に必要な改修を行います。

【子ども・子育て支援システムとは】

保育園入園審査管理、在籍児童の入退所管理のほか保育料調定滞納管理などを行うシステムです。

⑤目標または必要性 申出徴収をシステム対応することで、人件費等の削減が図られるため、システム改修が必要です。

⑥実現への課題
【事務改善検討】

事務作業の流れを検討するとともに、最も効果的なシステム改修内容を検討する必要があります。

⑦期待される効果 定性効果
【事務改善（効率化）】

徴収事務の効率化につながります。

⑧担当部署 保健福祉部　保育・幼稚園課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施

今後の課題

基本
方針

設計 構築 運用予算化

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

02 ICT利活用で円滑に業務を遂行

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

19 特別定額給付金管理システム構築事業 新規

④事業概要

「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」（令和２年４月２０日閣議決定）において、新型イン

フルエンザ等対策特別措置法の緊急事態宣言の下、簡素な仕組みで迅速かつ的確に家計への支援を

行うこととされたため、市区町村が実施主体となり対象者１人につき１０万円を給付する特別定額

給付金の支給事務を円滑に行うためのシステムを構築します。

⑤目標または必要性

生活の維持に必要な場合を除き、外出を自粛し、人と人との接触を最大限削減する必要があり、ま

た、医療現場をはじめとして全国各地のあらゆる現場で取り組んでおられる方々への敬意と感謝の

気持ちを持ち、人々が連絡して、一致団結し、見えざる敵との闘いという国難を克服するため、家

計への支援を迅速かつ的確に行います。

⑥実現への課題 実現への課題はありません。

⑦期待される効果 定性効果 迅速かつ正確な事務処理が可能となります。

⑧担当部署 市民部　市民生活課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
実施完了／a

今後の課題

基本
方針

予算化・設計・構築

５月から運用

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

32 ICT利活用で円滑に業務を遂行

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

20 行政事務のデジタルシフト推進事業 新規

④事業概要

(1)オンライン相談用タブレット端末の導入

　対面で市民に相談や面談等を行っている部署に、オンライン（リモート）環境による非対面での相談や面談等がで

きるよう、インターネットに直接接続できるタブレット端末を導入・配置します。

(2)LGWAN-ASP対応電子申請サービスの導入

　行政手続のオンライン化を推進するため、現在利用中の国の電子申請サービス（ぴったりサービス）に加え、職員

が簡単に作成でき、かつ安全性の高いLGWANに対応した電子申請サービスを導入します。

(3)小規模システム用汎用開発ツールの導入

　自治体が抱える膨大な業務には小規模なものが多く、適したパッケージソフトが存在しない、外部委託で個別開発

するには費用対効果が見合わないなどからシステム化が進まないことに対応するため、プログラミングの知識が少な

い職員でも、迅速かつ容易に開発できる汎用開発ツールを導入します。

(4)LGWAN-ASP対応チャットサービスの導入

　現状のコミュニケーション手法（メール、電話、対面）では、離席時（外出、出張等）に連絡が取れないなど、平

時に限らず緊急時や有事の際の情報共有や意思決定のコミュニケーションツールとして脆弱なため、行政事務のデジ

タル化の推進と合わせて、新たにチャットサービスを導入します。

⑤目標または必要性

令和元年度からRPAを、令和2年度は行政手続のオンライン化やWeb会議システム・テレワーク端末・AI会議録

作成支援システムを導入するなど、行政事務のデジタル化に取り組んでいます。今後は「３密」回避や「新し

い生活様式」への対応など、高度化・多様化する市民ニーズに対して、オンライン相談や電子申請を拡充する

など、行政サービスの一層の充実を図るとともに、それを実現し支えていく職員の多様な働き方にもＩＣＴを

活用して、デジタル化をさらに推進する必要があります。

⑥実現への課題

【推進体制等】新たなICTツールの導入が、単なるデジタル化にならないよう、関連部門との連携や協働、業務

改革など、体制を含め推進方法等を検討する必要があります。

【職員への普及啓発活動】新たなICTツールを導入するため、利用する職員のデジタルリテラシーの向上とあわ

せて、各ICTツールの理解を深める研修等を実施し、効果的、効率的な利用を促進する必要があります。

⑦期待される効果 定性効果

(1)身体的、距離的等の事情で役所に来れない市民が、自宅等でも相談、面談等のサービスが受けられることによる市民の利便性向

上、接触機会低減による新型コロナウイルス感染拡大防止、業務継続性確保。

(2)職員が、簡単かつ迅速にオンライン申請等を作成できることによる行政手続のオンライン化の推進、業務効率化。

(3)プログラミングの知識が少ない職員でも、迅速かつ容易にシステムが開発できることで各課業務のシステム化・デジタル化が進

むことによる業務効率化。

(4)同時に多人数と簡単にコミュニケーションが取れるなど、情報共有や意思決定の迅速化による職員のコミュニケーション（つな

がり）強化、業務効率化。

⑧担当部署 総合政策部　ICT戦略課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施

今後の課題

基本
方針

c

予算化 導入準備

c

予算化 導入準備

9月から運用

4月から運用
(2)

(1)(3)

(4)
c

予算化 導入準備 5月から運用

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

02 ICT利活用で円滑に業務を遂行

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

21 公共事業積算システム改修事業（ログ取得対応） 新規

④事業概要

現在運用している公共事業積算システムの動作ログ取得機能の強化を行います。

【公共事業積算システムとは】

公共事業の入札における予定価格の算定を行うためのシステムです。

⑤目標または必要性 適切にシステムを運用管理するために、システム改修が必要です。

⑥実現への課題 実現への課題はありません。

⑦期待される効果 定性効果 適切なシステム運用管理の維持

⑧担当部署 総務部　技術管理課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
実施完了/a

今後の課題

基本
方針

予算化

設計

構築

３月から運用

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

22 ICT利活用で円滑に業務を遂行

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

22 住民記録システム改修事業等（個人番号カード交付進捗管理機能追加対応） 新規

④事業概要

令和元年6月のデジタル・ガバメント閣僚会議で決定された「マイナンバーカードの普及及び個人

番号の利活用の促進に関する方針」で、国はその促進を強力に推進するとしており、令和4年度中

にほとんどの住民がカードを保有していることを想定しています。今後の申請件数の増加に対応す

るため、また、今後デジタル社会の基盤となるマイナンバーカード（個人番号カード）の交付を円

滑に管理するために、システム改修を行います。

【住民記録システムとは】

住民記録システムとは、住民基本台帳を電算化し管理するシステムです。

⑤目標または必要性 今後のカード交付業務の増加に対応するため、業務の効率化を図る必要があります。

⑥実現への課題
【改修スケジュール】

システム改修の期間が短いため、適正にスケジュール管理を行う必要があります。

⑦期待される効果
定量効果

(R3年度)

【定量効果アップ】

データ入力に係る職員作業時間等の事務軽減が期待できます。
約712時間

⑧担当部署 市民部　市民課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施

今後の課題

基本
方針

検討・適用 ７月から運用データ移行予算化

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

02 ICT利活用で円滑に業務を遂行

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

23 庁内Web会議システム構築事業 新規

④事業概要

出先機関等の部署間で物理的制約を受けずに、職員が自席のパソコンを使って会議や打合せを行え

るよう庁内に内部用のWeb会議システムを構築します。

【庁内Web会議システムとは】

庁内ネットワークを利用し、出先機関等の拠点間で映像・音声のやり取りや、資料共有などが行え

るコミュニケーションツールです。

⑤目標または必要性 移動時間を無くし、会議場所の制約を受けずに打合せを行うことで、業務の効率化を図ります。

⑥実現への課題
【周囲への配慮】

Web会議を行う際、窓口に近い事務室などでは、周囲に対し音量等の配慮が必要となります。

⑦期待される効果 定性効果
画面や資料共有でペーパレス化と円滑なコミュニケーションが行えます。

移動にかかる時間を削減し、会議開催のための会場等が不要になります。

⑧担当部署 総合政策部　ICT戦略課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施

今後の課題

基本
方針

予算化 設計 構築 11月から運用

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

02 ICT利活用で円滑に業務を遂行

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

24 令和3年度　完成図閲覧システム機器の調達（増設分） 新規

④事業概要

市民サービスの向上を図るため、完成図閲覧システム関連機器を新たに調達し完成図面の閲覧申請

を複数の拠点で行えるようにします。

【完成図閲覧システムとは】

市民や工事事業者へ提供する上水道管路等の完成図面を印刷するシステムです。

⑤目標または必要性 市民や事業者へ完成図面の提供を行うことから必要となります。

⑥実現への課題 実現への課題はありません。

⑦期待される効果 定性効果

【市民サービスの向上】

完成図面の閲覧申請を複数の拠点で行えることにより、市民サービスの向上につなが

る。

⑧担当部署 公営企業局　水道管路管理センター

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施

今後の課題

基本
方針

予算化

設計 構築 12月から運用（５年リース）

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

02 ICT利活用で円滑に業務を遂行

25 介護保険システム改修事業（バッチ自動化） 新規

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

④事業概要
介護保険システムのバッチ処理について、月次処理を対象に、職員が手動で実行しているものをス

ケジュール設定による自動実行処理が可能となるよう改修するものです。

⑤目標または必要性 バッチ処理を自動実行させることにより、職員の時間外勤務削減を目的とします。

⑥実現への課題 実現への課題はありません。

⑦期待される効果

定量効果

(R3年度)
職員の時間外勤務の削減が見込まれます。 月約９０時間

定性効果
事務量の削減により、職員の疲労蓄積の軽減、ワークライフバランスの推進に繋がりま

す。

⑧担当部署 保健福祉部　介護保険課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度 令和5（2023）年度

計画

進捗状況

／達成度

今後の課題

基本

方針

1月から運用

設計・構築

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

02 ICT利活用で円滑に業務を遂行

26 消防通信指令位置情報通知用ＩＰーＶＰＮ回線光回線化に伴う回線切替事業 新規

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

④事業概要

消防通信指令管制システムで利用している位置情報通知用ＩＰ－ＶＰＮ回線Ｂ面（ソフトバンク社

提供分）がメタル回線から光回線へ切り替えとなるため、安定したシステム運用が継続できるよう

ネットワーク機器の設定変更を行います。

【位置情報通知用ＩＰ－ＶＰＮ回線】

１１９通報時に発信者の位置に関する情報を取得する回線で、取得した位置情報を１１９番通報を

受信する指令台の地図上に表示することができます。

⑤目標または必要性

位置情報通知用ＩＰ－ＶＰＮ回線Ｂ面（ソフトバンク社提供分）のメタル回線が令和４年６月に

サービス終了となるため、光回線への切り替えが必要となっています。

ネットワーク機器の設定変更により、安定してシステムを継続利用することを目標とします。

⑥実現への課題
【改修スケジュール】

メタル回線のサービス終了までに改修を終わらせる必要があります。

⑦期待される効果 定性効果

【災害対策、安全安心の確保】

安定したシステムの継続利用ができることで、迅速かつ的確な消防・救急業務により、

市民の安全・安心の維持につながります。

⑧担当部署 消防局　通信指令課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施

今後の課題

基本

方針

予算化 設計 構築

11月から運用

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

13 ICT利活用で財政負担の少ない事務を徹底

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

１
情報システムの標準化・共通化

（「各業務システムのクラウド化」から変更）
継続

④事業概要

国が示す基幹系１７業務については、2025年度までに、国が構築する「ガバメントクラウド」上で

稼働する標準仕様に準拠したシステムへの移行を目指します。

また、基幹業務以外の業務システムのうち、国が示す基幹業務に付属又は密接に連携する業務シス

テムについては、ガバメントクラウドへの移行を目指します。

　標準化予定

　　2022年度：住民記録、国保（ガバメントクラウドへの移行時期は未定）

　　2023年度：印鑑、選挙人名簿、国年

⑤目標または必要性

ガバメントクラウドを活用することでサーバやＯＳ、アプリの共同利用によるコスト削減が見込め

ます。また、個別に情報セキュリティ対策や監視を行う必要がなくなるため、情報システムの標準

化・共通化に取り組む必要があります。

⑥実現への課題

【改修スケジュール】調達や構築の期間のスケジュールを調整する必要があります。

【導入方式検討】システム導入方式や通信方法などを検討し、適正な予算要求を行う必要がありま

す。

【体制整備】業務主管課による標準仕様とのFit&Gapや仕様書・機能要件書の作成が必要です。ま

た情報政策部門は、短期間の間に複数の業務主管課への支援を行う必要があります。

⑦期待される効果 定性効果

災害時でも業務の継続が可能となります。

コストを削減できる可能性があります。

耐震・免震構造、24時間365日有人監視等のデータセンターを利用することで、システ

ムの安定稼働が可能となります。

⑧担当部署 総合政策部　ICT戦略課、各業務主管課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度 令和5（2023）年度 令和6（2024）年度

計画

今後の課題

進捗状況

／達成度

基本

方針

検討、現行の仕様と標準仕様とのFit&Gap、調達、構築

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

13 ICT利活用で財政負担の少ない事務を徹底

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

2 国民健康保険システム再構築事業 新規

④事業概要

国民健康保険業務で利用している国民健康保険システムのリース期間満了に伴い、国が提供する

「市町村事務処理標準システム」へ再構築を行います。

【国民健康保険システムとは】

国民健康保険の資格管理や保険料計算等の業務を行うためのシステムです。

【市町村事務処理標準システムとは】

国民健康保険の資格管理や保険料計算等の業務を行うためのシステムです。

平成30年度の国保制度改正に伴い、市町村事務の標準化、効率化・コスト削減などを目的に国が開

発し、無償で提供されるものです。

⑤目標または必要性
国が提供するシステムを導入することにより、事務の標準化、効率化・コスト削減を図るために必

要です。

⑥実現への課題

【導入スケジュール】

現在利用している国民健康保険システムからのデータ移行など、遅延のないよう進捗管理が必要で

す。

⑦期待される効果 定性効果 【再構築】適正な運用を継続することが可能となります。

⑧担当部署 保健福祉部　国保・年金課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施

今後の課題

基本
方針

予算化 設計 構築 ２月から運用

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

03 ICT利活用で財政負担の少ない事務を徹底

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

3 松山圏域消防指令センター整備事業 新規

④事業概要

令和６年４月から、松山圏域消防本部（松山・伊予・東温）で消防指令業務の共同運用を開始する

ため、消防指令センターを整備し、新たな消防通信指令管制システムを導入します。

【消防指令センターとは】

松山圏域の火災や救急の１１９番通報を受付し、消防車や救急車への出動指令と無線統制等の通信

指令業務を共同して行うセンターです。

【消防通信指令管制システムとは】

119番通報を受け付けてから消防隊の出動指令までの一連の操作や、現場活動支援などを効率的に

行うシステムです。

⑤目標または必要性 松山圏域で共同運用する消防通信指令管制システムを導入します。

⑥実現への課題
【改修スケジュール】

令和６年３月までのシステム整備が必要です。

⑦期待される効果 定性効果

【災害対策、安全安心の確保】

・隣接地域へ迅速に応援出動できるため、消防車や救急車の到着時間が短縮されます。

・大規模災害時に、隣接消防本部で協力して迅速に活動することが可能となるため、災害対応力

が向上します。

【費用軽減】

・各市町で整備費用を按分するため、負担を軽減できます。

⑧担当部署 消防局　通信指令課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度 令和4（2022）年度 令和5（2023）年度 令和6（2024）年度

計画

今後の課題

進捗状況

／達成度
計画どおり実施

基本
方針

予算化

４月から運用構築設計

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

04 ICT利活用に伴う脅威から情報を守る

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

1 税総合情報システム改修事業（給与特別徴収税額通知書のＤＶ支援措置対応） 継続

④事業概要

給与特別徴収税額通知書（事業所宛と従業員宛があります。以下、「給特税額通知書」といいま

す。）に記載するＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）支援措置者の住所について、支障がある

住所が記載されていないか確認するため、現行の税総合情報システムで対象者データの出力を追加

する改修を行います。

【税総合情報システムとは】

個人住民税等の税務業務を行うためのシステムです。

⑤目標または必要性
自治体でのＤＶ被害者の支援措置は人命に関わるため必要不可欠です。よって、本市からの発送物

でＤＶ支援措置者の住所（居場所）が加害者へ知られることのないよう対策が必要です。

⑥実現への課題 実現への課題はありません。

⑦期待される効果 定性効果

本市の発送物でＤＶ支援措置者の住所（居場所）が加害者に知られる可能性があれば、

そのリスク回避は必要不可欠です。この改修によってチェック機能が強化され、加害者

にＤＶ支援措置者の居場所が知られてしまうことを防止します。

⑧担当部署 理財部　市民税課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和元（2019）年度 令和2（2020）年度 令和3（2021）年度

計画

進捗状況

／達成度
計画どおり実施 実施完了/a

今後の課題

基本
方針

予算化 12月から運用予定設計 構築

DX計画

取組事項
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③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

64 ICT利活用に伴う脅威から情報を守る

2 情報セキュリティ対策の徹底 新規

①Ｎｏ ②案件名 ③新規・継続

④事業概要

本市では、職員の情報セキュリティ意識の向上・維持のため、教育研修、eラーニングの

ほか、毎年全職員を対象にした情報セキュリティチェックを行っています。また、抜き打

ちでのセキュリティ現地調査や外部の専門家による情報セキュリティ共同監査を行うな

ど、本市の情報セキュリティ対策の徹底を図っています。

⑤目標または必要性
研修や現地調査等の各取り組みを通じて情報セキュリティ意識の維持・向上を図り、セ

キュリティ事故を未然に防ぐことを目標とします。

⑥実現への課題
セキュリティ意識の維持のため、多様化、高度化する脅威に対応した取り組みが必要で

す。

⑦期待される効果
定量効果

(R3年度)

セキュリティポリシーの周知やセキュリティ意識の維持・向上によって、情報

漏えいやセキュリティ事故を未然に防止し、本市の情報資産を脅威から守るこ

とができます。

⑧担当部署 総合政策部　ICT戦略課

⑨
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル

年度 令和３（2021）年度 令和4（2022）年度 令和5（2023）年度

計画

進捗状況

／達成度

今後の課題

基本

方針

各研修の実施 各研修の実施 各研修の実施

セキュリティチェック

共同監査・現地調査

セキュリティチェック

共同監査・現地調査

セキュリティチェック

共同監査・現地調査

DX計画

取組事項
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【法改正等一覧】

①ニーズを捉えた行政サービスで笑顔を映す

1 社会保障・税番号制度への対応 計画どおり実施
総合政策部
ICT戦略課

2 戸籍システム改修事業（戸籍事務へのマイナンバー制度導入） 計画どおり実施
市民部
市民課

3
令和２年度社会保障・税番号制度システム整備事業
（国外転出者によるマイナンバーカード等の利用対応）

完了/a
市民部
市民課

4 保健センターシステム改修事業（がん検診等データ副本登録対応） 計画どおり実施
保健福祉部
健康づくり推進課

5 医療事務システム改修事業（オンライン資格確認対応） 完了/a
保健福祉部
医事薬事課

1
国民健康保険システム改修事業
（「医療保険資格の一元管理」と「オンライン資格確認」対応）

完了/a
保健福祉部
国保・年金課

2 保健センターシステム改修事業（予防接種法の改正対応） 完了/a
保健福祉部
保健予防課

③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

1 食品衛生申請等システム導入事業（食品衛生法改正対応） 計画どおり実施
保健福祉部
生活衛生課

2
人事給与システム・総務管理事務システム改修事業
（定期レベルアップ資産適用・令和2年度対応分）

完了/a
総務部
人事課

3
人事給与システム・総務管理事務システム改修事業
（定期レベルアップ資産適用・令和3年度対応分）

計画どおり実施
総務部
人事課

4 介護保険システム改修事業（令和2年度分法改正対応） 計画どおり実施
保健福祉部
介護保険課

5 介護保険システム改修事業（令和3年度分法改正対応） 計画どおり実施
保健福祉部
介護保険課

6
障がい福祉システム改修事業（令和3年度障害福祉サービス等報酬改定
令和2年度対応・令和3年度対応）

計画どおり実施
保健福祉部
障がい福祉課

7 障害福祉サービス指定事業者等管理システム改修事業（法改正対応） 計画どおり実施
保健福祉部
障がい福祉課

8 障害児施設指定管理システム改修事業（法改正対応） 計画どおり実施
保健福祉部
障がい福祉課

9 浄化槽管理システム再構築事業 計画どおり実施
環境部
環境指導課

10
税総合情報システム改修事業（平成３０年度個人住民税等税制改正対
応・令和2年度対応分）

完了/a
理財部
市民税課

11
税総合情報システム改修事業（平成３０年度個人住民税等税制改正対
応・令和3年度対応分）

計画どおり実施
理財部
市民税課

12
住基ネットシステムＧＷサーバ改修事業（レベルアップ資産適用・令和
2年度対応分）

完了/a
総合政策部
ICT戦略課

13
住基ネットシステムＧＷサーバ改修事業（レベルアップ資産適用・令和
3年度対応分）

計画どおり実施
総合政策部
ICT戦略課

14
保健センターシステム改修事業
（国民健康保険被保険者番号の個人単位化対応）

完了/a
保健福祉部
健康づくり推進課、他１課

15 国民健康保険システム改修事業（保険料の市特別軽減廃止対応） 完了/a
保健福祉部
国保・年金課

16 市営住宅管理システム改修事業（所得税法改正対応） 計画どおり実施
都市整備部
住宅課

17 介護保険指定事業者等管理システム改修事業（報酬改定対応） 計画どおり実施
保健福祉部
介護保険課

18 後期高齢者医療システム改修事業（令和２・３年度分法改正対応） 計画どおり実施
保健福祉部
高齢福祉課

19 国民健康保険システム改修事業（法改正対応） 計画どおり実施
保健福祉部
国保・年金課

20 住基ネットCS附票アプリケーション（AP）適用業務 計画どおり実施
総合政策部
ＩＣＴ戦略課

21 コンビニ交付証明発行サーバ改修事業（令和2年度分法改正対応） 完了/a
理財部
納税課

22 コンビニ交付証明発行サーバ改修事業（令和3年度分法改正対応） 計画どおり実施
理財部
納税課

23 特別定額給付金管理システム改修事業（新生児特別定額給付金対応） 完了/a
市民部
市民生活課

24 医療助成等システム改修事業(子育て世帯への臨時特別給付金対応） 完了/a
保健福祉部
子育て支援課

25 医療助成等システム改修事業（ひとり親家庭等子育て応援金対応） 完了/a
保健福祉部
子育て支援課

26 市況システム改修事業（卸売市場法の法改正等対応） 完了/a
産業経済部
市場管理課

27
医療助成等システム改修事業
（児童扶養手当受給者等臨時特別給付金対応）

完了/a
保健福祉部
子育て支援課

担当部署

1
ICT利活用で
スムーズな手続きを実現

4
ICT利活用で
快適なくらしを守る

令和2年度の
進捗状況／達成度

(※)

ICT利活用で
円滑に業務を遂行

2

事業総数：４5事業

基本方針 案件名
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担当部署
令和2年度の

進捗状況／達成度
(※)

基本方針 案件名

28 保健センターシステム改修事業（新型インフルエンザ等副本登録対応） 計画どおり実施
保健福祉部
保健予防課

29 子ども・子育て支援システム改修事業（公定価格の見直し対応） 計画どおり実施
保健福祉部
保育・幼稚園課

30
医療助成等システム改修事業
（児童扶養手当障害基礎年金等の併給対応）

完了/a
保健福祉部
子育て支援課

31
医療助成等システム改修事業
（児童扶養手当受給者等臨時特別給付金再給付対応）

完了/a
保健福祉部
子育て支援課

32
保健センターシステム改修事業
（新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業対応）

計画どおり実施
保健福祉部
保健予防課

33 国民年金システム改修事業（令和3年度分 法改正対応） 計画どおり実施
保健福祉部
国保・年金課

34 医療助成等システム改修事業（令和3年度分 法改正対応） 計画どおり実施
保健福祉部
子育て支援課

35 障がい福祉システム改修事業（令和3年度分 法改正対応） 計画どおり実施
保健福祉部
障がい福祉課

36 医療助成等システム改修事業（子育て世帯生活支援特別給付金対応） 計画どおり実施
保健福祉部
子育て支援課

37
保健センターシステム改修事業（ワクチン接種記録システム向け改修対
応）

計画どおり実施
保健福祉部
保健予防課

38 児童手当システム改修事業（児童手当特例給付縮小・現況届廃止） 計画どおり実施
保健福祉部
子育て支援課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※達成度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　b：スケジュールの見直しや課題など有りつつも、最終的に事業内容が達成できた

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　c：計画に対する大幅な遅れなどが原因で、事業内容が十分に達成できなかった

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a：計画どおりの進捗で事業内容が達成できた
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【機器更新等一覧】

1 人事給与システム・総務管理事務システム機器更新事業 完了/a
総務部
人事課

2 文書管理システム機器更新事業 完了/a
総務部
文書法制課

3 えひめ電子入札共同システム機器更新事業（共同利用） 完了/a
総務部
契約課

4 工事・業者管理システム機器更新事業 計画どおり実施
総務部
契約課

5 財務会計システム機器更新事業 完了/a
理財部
財政課

6 港務所管理システム機器更新事業 計画どおり実施
都市整備部
空港港湾課

7 松山市下水道事業公営企業会計システム更新事業 計画どおり実施
公営企業局
経営管理課

8 松山市勤労者福祉サービスセンター福祉共済システム機器更新事業 完了/a
産業経済部
地域経済課

9 消防通信指令管制システム情報機器更新事業 完了/a
消防局
通信指令課

10 農地台帳システム機器更新事業 完了/a 農業委員会事務局

11 令和3年度　完成図閲覧システム機器の調達 計画どおり実施
公営企業局
水道管路管理センター

12 庁内LAN機器等の入替業務（令和2年度分） 完了/a
総合政策部
ICT戦略課

13 庁内LAN機器等の入替業務（令和3年度分） 計画どおり実施
総合政策部
ICT戦略課

14 情報系ポータル・グループウェアシステム機器更新事業 完了/a
総合政策部
ICT戦略課

15 消防モバイル査察機器更新事業 完了/a
消防局
予防課

16 統合端末接続タッチパネル機器入替 完了/a
総合政策部
ICT戦略課

17 庁内ＬＡＮ無線ネットワーク機器更新事業 計画どおり実施
総合政策部
ICT戦略課

18 業務系ＬＧＷＡＮ接続機器の入替業務 完了/a
総合政策部
ICT戦略課

19 マイナンバーネットワーク機器等の入替業務 完了/a
総合政策部
ICT戦略課

20 情報連携サーバ機器更新事業 計画どおり実施
総合政策部
ICT戦略課

21 戸籍事務ＩＰＦＡＸ機の機器更新 完了/a
市民部
市民課

22 生活保護版レセプト情報管理システム機器更新事業 計画どおり実施
保健福祉部
生活福祉総務課

23 業務系共通基盤サーバ等機器更新事業（令和3年移行分） 計画どおり実施
総合政策部
ICT戦略課

3
ICT利活用で
財政負担の少ない事務を徹底

1 業務系管理サーバ統合業務 完了/a
総合政策部
ICT戦略課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※達成度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　b：スケジュールの見直しや課題など有りつつも、最終的に事業内容が達成できた

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　c：計画に対する大幅な遅れなどが原因で、事業内容が十分に達成できなかった

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a：計画どおりの進捗で事業内容が達成できた

事業総数：２4事業

基本方針 案件名 担当部署

2
ICT利活用で
円滑に業務を遂行

③最先端で効率的な行政運営で笑顔を映す

令和2年度の
進捗状況／達成度

(※)
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